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１. 変更概要

１．１ 経緯 

再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔の竜巻防護設計については，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系冷却塔の竜巻防護

対策と合せ，当初以下 3 案について検討を行っていた。 

案１．再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔 A を竜巻から防護するため，

前処理建屋屋上へ竜巻防護対策設備を設置する。 

案２．再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔 A を移設し移設先に竜巻防

護対策設備を設置する。 

 

：竜巻防護対策設備を示す。 

：竜巻防護対策設備を示す。 
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案３．竜巻防護対策を施した使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安

全冷却水系冷却塔から再処理設備本体用の安全冷却水系へ冷却水を

供給する。（３系列運用） 

当初検討の結果，案１は，設置している前処理建屋の耐震性に与える

影響が大きいことから採用を見送った。案２は，冷却塔の調達の見通しが

得られなかったことから，採用を見送った。 

案３は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系と再

処理本体用の安全冷却水系が洞道を介して既に接続した状態にあること及

び再処理施設全体の崩壊熱除去ができる等の技術的見通しがあったことか

ら，本案を採用し，2019 年 9 月 11 日に開催された審査会合で説明した。 

その後，詳細検討を実施している中で，３系列運用について運用面の

煩雑さおよび工事の輻輳による困難さにおいて課題を確認したこと，また，

冷却塔新設に係る冷却塔の調達の見通しが得られたことを踏まえ，対応方

針を再検討した結果，これまで系統の運用や操作方法が変わらず，３系列

運用で顕在化したバルブ操作等の煩雑さが解消され，安全性向上に資する

ことから案２に示す冷却塔新設で対応する方針に変更することとした。 

：竜巻防護対策設備を示す。 
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１．２ ３系列運用の詳細検討で確認された課題 

３系列運用による再処理施設全体の崩壊熱除去のための詳細検討等に

より，運用面および工事面において以下の課題を確認した。 

（１）運用面

a. 再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔 B が故障し，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系冷却塔 A，B への切替

え作業が発生した場合には，再処理設備本体用の安全冷却水系冷

却塔 B の停止・隔離，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の

安全冷却水系冷却塔 A，B 系統からの切替え隔離が発生する。

b. この系統切替え作業は，バルブ操作等が煩雑である。また，使用

済燃料の受入れ及び貯蔵施設，再処理設備本体の保守時やトラブ

ル時のポンプ・調整弁などの運用方法も複雑となる。

c. 再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔 B の単一故障時に使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系冷却塔への切替

えが必要となるが，再処理設備本体，使用済燃料の受入れ及び貯

蔵施設の安全冷却水系両系統とともに，一般系 A，B 系統の負荷を

隔離する必要がある。

d. ３系列運用を実施するためには，再処理設備本体用の安全冷却水

系で使用している不凍液を純水に置換する必要があり，廃液処理

が必要となる。また，再処理設備本体は，純水に置き換えるため

に，冬季は起動調整している範囲を凍結防止のために毎年液抜き

を行う必要がある。
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（２）工事面

a. 使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の冷却水は純水，再処理設備本

体の冷却水は不凍液を使用しているが，冷却性能維持（圧力損失，

供給流量）のため，使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設と再処理設

備本体の配管口径を見直し，再処理設備本体の冷却水の純水化が

必要となる。また，不凍液は直接廃棄できず，膨大な量の産業廃

棄物が発生する。

b. 使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設，再処理設備本体それぞれ確立

した冷却機能状態に，配管改造（安全上重要な施設の配管 8 箇所

切断，再接続）が必要となる。特に洞道内の工事は，配管口径の

見直しや系統 2 重化によりスペース，耐震性確保，系統分離工事

が複雑になる。

１．３ 設備変更内容 

新たに設置する安全冷却水系冷却塔（以下「新設Ａ４Ａ」という。）

は，前処理建屋の各種系統に接続する必要があることから，接続する配

管等の設置性と既設系統へ悪影響を最小限とするため，配管等の接続長

を極力短くするため前処理建屋近傍を選定し，その上で既設埋設物への

影響を考慮した敷地に設置することとした。安全冷却水冷却塔Ａの変更

前と変更後の配置を第 1 図及び第２図に示す。 

また，新設Ａ４Ａ及び既設取合部は竜巻防護対策のため飛来物防護ネ

ット（一部，飛来物防護板）及び飛来物防護板を新規に設置する。新設

Ａ４Ａ接続後，設置済みの安全冷却水系冷却塔Ａは他施設の安全機能に

影響を与えないものとする。 

安全冷却水系冷却塔Ａの設備変更概要を第３図に示す。 

【補足説明資料１】 
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第１図 安全冷却水系冷却塔構内配置図（変更前） 

第２図 安全冷却水系冷却塔構内配置図（変更後） 
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第３図 安全冷却水系冷却塔Ａの設備変更の概要 

（平面概要）      （平面概要） 

（断面概要） （断面概要） 

変更前 変更後 

既設配管（撤去） 

既設電線管（撤去） 

冷却塔 A に接続する屋外設備 

既設配管  

既設電線管 

新設配管(2 本)  

新設電線管(2 本)  

端子盤  

前処理建屋 

前処理建屋 

建屋基礎 

飛来物防護ネット

（一部，飛来物防護板） 

基礎 

冷却塔

新設 A4A

岩盤 

MMR

基礎 基礎 

飛来物防護板

（冷却塔Ａに接続する屋外設備の飛来物防護板）

冷却塔 

既設 A4A 

冷却塔 

新設 A4A 
飛来物防護ネット

（一部，飛来物防護板）

耐火被覆，遮熱板 

耐火被覆，遮熱板 

冷却塔 

既設 A4A 
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２．設計方針 

設計方針は以下に示すとおり既許可と同様の設計方針となる。 

(1) 冷却水設備は，各施設で発生する熱を除去できる設計とする。

(2) 安全冷却水系は，冷却水によってその安全機能が維持される再処理施

設の安全上重要な施設へ冷却水を供給できる設計とする。

(3) 冷却水設備は，放射性物質を含む流体が環境に流出しない設計とする。

(4) 安全冷却水系は，それらを構成する動的機器の単一故障を仮定しても，

その安全機能が確保できる設計とする。

(5) 安全冷却水系は，非常用所内電源系統に接続し，外部電源が喪失した

場合でも，その安全機能を確保できる設計とする。

(6) 安全冷却水系は，定期的な試験及び検査ができる設計とする。

(7) 冷却水設備の屋外機器は，必要に応じて凍結を防止できる設計とする。

【補足説明資料７】 
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２．１ 安全冷却水系冷却塔 

２．１．１ 冷却水設備 

新設Ａ４Ａの主要設備の仕様は以下の通りであり，既設と同様である。 

（１）伝熱容量：約 12ＭＷ（10×106ｋｃａｌ/ｈ）（外気温 29℃において）

【補足説明資料４】 

（２）冷却水循環ポンプ：容量約 1,800ｍ３/ｈ，２台

２．１．２ 機器・配管系統 

（１）設備構成

新設Ａ４Ａの配管は前処理建屋屋上の既設冷却水配管に接続する。

新たに設置する配管は竜巻で損傷することのないよう十分な厚さを持

った材料を使用し，前処理建屋（外壁及び屋根）及び竜巻防護対策設

備（基礎）にて支持する構造とする。 

なお，変更による系統構成の変更はない。 

【補足説明資料７】 

【補足説明資料８】 

（２）配置の妥当性

既設の配管は，地下４階の安全冷却水Ａ循環ポンプ室から前処理建屋

屋上に設置の安全冷却水系冷却塔Ａに接続している。そのため，新たに

地上に設置する冷却塔までの配管を建屋内に敷設するためには，前処理

建屋外壁を含む複数の耐震壁にドリルホールの施工が必要となり，前処

理建屋の耐震性が低下する可能性がある。 
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また，６００Ａの大口径配管を既設設備と干渉することなく敷設する

ことが設置スペースの観点で困難であり，複数個所で既設設備の撤去・

復旧が必要となるため工事が錯綜し工事上の安全性に難がある。 

以上を踏まえ，前処理建屋の耐震壁の耐震性低下及び既設設備干渉の

ない屋上の既設冷却水配管に新たに設置する配管を接続し，前処理建屋

（外壁及び屋根）に沿って敷設する計画とした。 

２．１．３ 電気・計測制御系統構成 

（１）設備構成

新設Ａ４Ａの電気設備（電線管及びケーブル）は前処理建屋屋上の

既設電気設備に接続する。新たに設置する電気設備は竜巻で損傷する

ことのないよう十分な厚さを持った材料で被覆し，前処理建屋外壁，

屋根及び飛来物防護ネット基礎にて支持する構造とする。 

【補足説明資料８】 

電気設備について，上記の通り電線管及びケーブルを延長するもの

の，変更による系統構成の変更はない。 

【補足説明資料 12】 

計測制御設備について，地上に設置する安全冷却水系冷却塔Ａには

計器等の新設はないことから変更はない。 

（２）配置の妥当性

配置計画については，基本的に機器・配管系統と同様の考えである。

また，配管及び電気設備の配置計画と同じルートとすることで合理的

な配置設計とすることができる。 
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２．２ 竜巻防護対策設備 

竜巻防護機能を有していない新設Ａ４Ａと既設取合部は竜巻防護対策

が必要となる。 

新設Ａ４Ａは冷却性能を損なわないよう飛来物防護ネットによる防護 

を基本とする。 

【補足説明資料９】 

防護対象との離隔が確保できない一部区画については必要な冷却性能

を確認した上で飛来物防護板による防護を行う。 

また，前処理建屋屋上の取合部は既設配管及び既設電気設備を飛来物

防護板により防護する。 
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２．３ 機電設備への影響 

機電設備への影響を第１表に示す。 

第１表 新設Ａ４Ａの設置位置変更による機電設備への影響 

設備 影響 

冷却塔Ａ 

除熱能力： 

約 11.6MW 

新設Ａ４Ａの必要な除熱負荷及び冷却水流量は変わら

ないため，新設Ａ４Ａの仕様に変更はない 

【補足説明資料 10】 

冷却水循環ポンプ 

Ａ，Ｂ 

系統流量： 

約 1600m3/h 

前処理建屋屋上に設置する場合の必要揚程は約６２ｍ

である。 

新設Ａ４Ａを地上に設置した場合に追加となる配管の

圧力損失は約４ｍであり，必要揚程は約６６ｍとなる

が冷却水循環ポンプＡ，Ｂの揚程の範囲内であるた

め，変更はない。 

【補足説明資料２】 

【補足説明資料５】 

【補足説明資料６】 

膨張槽Ａ 

容量：13m3 

追加となる配管の容積は約５０ｍ３であり，既設設備

の容積約３１０ｍ３と合わせた系統の容積は約３６０

ｍ３である。 

安全冷却水系Ｂ系統の容積は５４１ｍ３である。膨張

槽Ａ，Ｂの容量はＢ系統の容量で設定されており，冷

却水の温度変化による膨張量の増加分を吸収可能であ

るため変更はない。 

【補足説明資料 11】 

配管 
前処理建屋の屋上から設置位置を変更する冷却塔まで

の配管(６００Ａ)：約１８０ｍ×２本を追設する。 

中央制御室からの 

監視制御 

安全冷却水系の監視制御対象が変わらないため，現状

の安全系制御盤からの監視制御に変更はない。 

電源設備 
安全冷却水系の電気負荷の追加がないため，現状の電

源設備に変更はない。 

ケーブル
前処理建屋の屋上から設置位置を変更する冷却塔まで

のケーブル及び電線管：約１８０ｍを追設する。 
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３．再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合性 

３．１ 規則適合性への影響確認結果について 

本変更による再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則へ

の適合性への影響について確認した。 

本変更により影響を受ける条文は，「第五条 火災等による損傷の防

止」，「第六条 安全機能を有する施設の地盤」，「第七条 地震による

損傷の防止」，「第九条 外部からの衝撃による損傷の防止」，「第十一

条 溢水による損傷の防止」，「第十二条 化学薬品の漏えいによる損傷

の防止」，「第十五条 安全機能を有する施設」，｢第二十五条 保安電

源設備｣であり，設計方針等への影響を確認した結果，規則要求に適合す

ると判断した。 

また，上記以外の条文は，本変更による影響を受ける規則要求はない

と判断した。 

本変更による各条文への影響の確認結果の詳細を第３-１表に示す。 
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第３-１表 本変更に伴う再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への影響について 

再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則 規則適合性 

（核燃料物質の臨界防止） 

第二条 安全機能を有する施設は，核燃料物質が臨界に達

するおそれがないようにするため，核的に安全な形状寸

法にすることその他の適切な措置を講じたものでなけれ

ばならない。 

２ 再処理施設には，臨界警報設備その他の臨界事故を防

止するために必要な設備を設けなければならない。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するも

のであり，核燃料物質を取り扱う系統の変更ではないた

め，本変更の影響を受ける規則要求はない。 

（遮蔽等） 

第三条 安全機能を有する施設は，運転時及び停止時にお

いて再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線によ

る工場等周辺の線量が十分に低減できるよう，遮蔽その

他適切な措置を講じたものでなければならない。 

２ 安全機能を有する施設は，工場等内における放射線障

害を防止する必要がある場合には，次に掲げるものでな

ければならない。 

一 管理区域その他工場等内の人が立ち入る場所におけ

る線量を低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講

じたものとすること。 

二 放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び

設計基準事故時において，迅速な対応をするために必

要な操作ができるものとすること。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するも

のであり，放射性物質を取り扱う系統の変更ではないた

め，本変更の影響を受ける規則要求はない。 
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再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則 規則適合性 

（閉じ込めの機能） 

第四条 安全機能を有する施設は，放射性物質を限定され

た区域に適切に閉じ込めることができるものでなければ

ならない。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するも

のであり，閉じ込め機能に係る変更ではないため，本変更

の影響を受ける規則要求はない。 

（火災等による損傷の防止） 

第五条 安全機能を有する施設は，火災又は爆発により再

処理施設の安全性が損なわれないよう，火災及び爆発の

発生を防止することができ，かつ，消火を行う設備（以

下「消火設備」といい，安全機能を有する施設に属する

ものに限る。）及び早期に火災発生を感知する設備（以下

「火災感知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を

軽減する機能を有するものでなければならない。 

２ 消火設備（安全機能を有する施設に属するものに限

る。）は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合において

も安全上重要な施設の安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，事業指定基準規則（火災防護審

査基準含む）に適合させるため，以下のとおり火災等によ

る損傷の防止の防護設計を行う。 

１．火災区域の設定 

 冷却塔の移設に伴い，移設先に対し屋外の火災区域

を設定する。

２．火災防護対策 

２－１．発生防止対策 

 従来から構造材が変更されないことから，主要な構

造材は不燃性材料を使用する設計とする。

 上記同様，使用するケーブルは難燃性能を有するケ

ーブルとして，延焼性及び自己消火性を満足するこ

とを実証試験により確認されたケーブルを使用する

設計とする。

 落雷に対しては，主排気筒の防護範囲内となるた

め，火災の発生防止対策は不要である。

 十分な支持性能を持つ地盤に設置し，地震により自
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らが破壊又は倒壊することによる火災の発生を防止

する設計とする。 

２－２．火災の感知・消火 

（１）感知

 屋外に設置されることから，火災による熱及び煙が

周囲に拡散するためアナログ式感知器（熱及び煙）

の設置が適さないことから，非アナログ式の炎感知

器及び非アナログ式の熱感知カメラを設置する設計

とする。

（２）消火

 屋外に設置されることから，煙の充満等による消火

困難箇所には該当しないため，屋外消火栓及び移動

式消火設備により消火を行う設計とする。

２－３．火災の影響軽減 

 火災区域は設定されるが，他の火災区域と隣接しな

い屋外施設であることから，３時間耐火能力を有す

る耐火壁の設置は行わない。

 安全冷却水系は再処理施設における最重要設備に該

当することから，系統分離対策の対象となる。異な

る系統と，分離配置することで当該要求を満足する

設計とする。
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３．火災影響評価 

 安全上重要な施設に該当することから，火災影響評

価対象設備として選定し，上記火災防護対策の妥当

性について火災影響評価により確認することとす

る。

（３．２．１項参照） 

（安全機能を有する施設の地盤） 

第六条 安全機能を有する施設は，次条第二項の規定によ

り算定する地震力（安全機能を有する施設のうち，地震

の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失

に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大き

いもの（以下「耐震重要施設」という。）にあっては，同

条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が

作用した場合においても当該安全機能を有する施設を十

分に支持することができる地盤に設けなければならな

い。 

２ 耐震重要施設は，変形した場合においてもその安全機

能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならな

い。 

３ 耐震重要施設は，変位が生ずるおそれがない地盤に設

けなければならない。 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ，配管は，

安全上重要な施設であり，規則 第二項の規定により算定

する地震力が作用した場合においても当該施設を十分に支

持することができる地盤に設ける。 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ，配管は，

変形した場合においてもその安全機能が損なわれるおそれ

がない地盤に設ける。 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ，配管は，

将来活動する可能性のある断層が認められない地盤に設け

る。 
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（地震による損傷の防止） 

第七条 安全機能を有する施設は，地震力に十分に耐える

ことができるものでなければならない。 

２ 前項の地震力は，地震の発生によって生ずるおそれが

ある安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する

放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなけれ

ばならない。 

３ 耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大

きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」と

いう。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないもの

でなければならない。 

４ 耐震重要施設は，前項の地震の発生によって生ずるお

それがある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であり，地震

時において安全機能が損なわれない設計とする。 

安全冷却水系冷却塔Ａ及び配管は耐震クラス S とし基準

地震動による地震動に対してその安全機能が損なわれるお

それが無いように設計とする。 

【補足説明資料３】 

【補足説明資料１３】 

（３．２．１２項参照） 

（津波による損傷の防止） 

第八条 安全機能を有する施設は，その供用中に当該安全

機能を有する施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津

波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損な

われるおそれがないものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，標高約５５ｍの敷地に設置する

ことから，津波が到達する可能性はなく，本変更の影響を

受ける規則要求はない。 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第九条 安全機能を有する施設は，想定される自然現象

（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した

場合においても安全機能を損なわないものでなければな

らない。 

２ 安全上重要な施設は，当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により

当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故

時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならな

い。 

３ 安全機能を有する施設は，工場等内又はその周辺にお

いて想定される再処理施設の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であって人為によるもの（故意に

よるものを除く。）に対して安全機能を損なわないもので

なければならない。 

（火山） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であることか

ら，降下火砕物防護対象設備とし火山事象として設定した

降下火砕物の影響（荷重，閉塞，粒子の追突，磨耗，腐

食）に対して，安全機能が損なわれない設計とする。 

 荷重に対しては，降下火砕物の荷重に対し，安全冷却水

系冷却塔Ａが構造を維持できる設計とする。 

 閉塞に対しては，安全冷却水系冷却塔Ａの冷却ファンに

より降下火砕物の堆積を防止することにより冷却空気流路

の閉塞が生じない設計とする。 

磨耗に対しては，安全冷却水系冷却塔Ａの冷却ファンの

冷却空気を上方に流すことにより降下火砕物が侵入し難い

設計とする。 

腐食に対しては，安全冷却水系冷却塔Ａとそこへ設置す

る配管へ塗装を施すことにより，降下火砕物に付着してい

る腐食性ガスの影響を受けない設計とする。 

（３．２．２項参照） 

（外部火災） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であることか

ら，外部火災防護対象設備とし次の事象に対し，安全機能
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が損なわれない設計ととする。 

森林火災，近隣工場の火災及び爆発に対し離隔距離等の

確保により安全機能が損なわれない設計をする。 

また，航空機墜落による火災に対しては，耐火被覆又は

遮熱板等の対策を施すことにより安全機能を損なわない設

計をする。 

（３．２．３項参照） 

（航空機落下） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管を考慮し，航空機落下確率を評価す

る。 

（３．２．４項参照） 

（落雷） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

は，直撃雷，間接雷に対する防護対象施設であることか

ら，避雷設備を設ける設計とする。 

なお，避雷設備は安全冷却水系冷却塔を覆う竜巻防護対

策設備に避雷設備を設置する設計とする。 

（３．２．５項参照） 
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（竜巻） 

外部からの衝撃（竜巻）に対する防護方針は以下の通

り。 

（１）安全冷却水系冷却塔Ａの防護

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは，地上に設置す

る。また，外周に飛来物防護ネット（一部，飛来物防護

板）を設置することで外部からの衝撃（竜巻）による損傷

から防護する設計とする。 

（２）配管の防護

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａの配管は，設置済

みの安全冷却水系冷却塔Ａの配管に接続する。 

屋外の配管のうち新設するものは，設計飛来物で損傷する

ことのないよう十分な厚さを有する配管とし，前処理建屋

等に堅固に支持させる。 

設置済みの安全冷却水系冷却塔Ａの配管接続部について

は，飛来物防護板により防護する設計とする。 

（３．２．６項参照） 

（その他外部衝撃） 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ及び配管

は，安全上重要な施設であり，自然現象及び人的事象に対

し安全機能が損なわれない設計ととする。 

（３．２．７項参照） 
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（再処理施設への人の不法な侵入等の防止） 

第十条 工場等には，再処理施設への人の不法な侵入，再

処理施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他

人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある

物件が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正ア

クセス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百

二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為を

いう。）を防止するための設備を設けなければならない。

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，人の不法な侵入を防止する核燃

料物質等を取り扱う建屋及び安全上重要な施設を含む区域

に関連しないことから，本変更の影響を受ける規則要求は

ない。 

（溢水による損傷の防止） 

第十一条 安全機能を有する施設は，再処理施設内におけ

る溢水が発生した場合においても安全機能を損なわない

ものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であり，溢水

防護対象設備とし，溢水による損傷の防止の防護設計を行

う。 

安全冷却水循環ポンプの設置部屋を溢水防護区画とし，

堰や防水扉，貫通部処理により，安全機能が損なわれない

設計とする。 

また，配管の想定破断に対しては，Ｂ系列と位置的分散

を図り，同時に安全機能が損なわれない設計とする。 

（３．２．８項参照） 
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（化学薬品の漏えいによる損傷の防止） 

第十二条 安全機能を有する施設は，再処理施設内におけ

る化学薬品の漏えいが発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であり，化学

薬品の漏えいによる損傷の防止の防護設計を行う。 

安全冷却水循環ポンプの設置部屋を薬品防護区画とし，

堰や防水扉，貫通部処理により，安全機能が損なわれない

設計とする。 

（３．２．９項参照） 

（誤操作の防止） 

第十三条 安全機能を有する施設は，誤操作を防止するた

めの措置を講じたものでなければならない。 

２ 安全上重要な施設は，容易に操作することができるも

のでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，中央制御室の安全系監視制

御盤の変更は発生しないことから，誤操作防止に係る基本

方針は変わらないため，影響を受ける規則要求はない。 

（安全避難通路等） 

第十四条 再処理施設には，次に掲げる設備を設けなけれ

ばならない。 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容

易に識別できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損な

わない避難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の

避難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，安全避難通路，避難用の照

明及び設計基準事故が発生した場合に用いる照明及びその

専用の電源に変更はないことから，影響を受ける規則要求

はない。 
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（安全機能を有する施設） 

第十五条 安全機能を有する施設は，その安全機能の重要

度に応じて，その機能が確保されたものでなければなら

ない。 

２ 安全上重要な施設は，機械又は器具の単一故障（単一

の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機能を

失うこと（従属要因による多重故障を含む。）をいう。以

下同じ。）が発生した場合においてもその機能を損なわな

いものでなければならない。 

３ 安全機能を有する施設は，設計基準事故時及び設計基

準事故に至るまでの間に想定される全ての環境条件にお

いて，その安全機能を発揮することができるものでなけ

ればならない。 

４ 安全機能を有する施設は，その健全性及び能力を確認

するため，その安全機能の重要度に応じ，再処理施設の

運転中又は停止中に検査又は試験ができるものでなけれ

ばならない。 

５ 安全機能を有する施設は，その安全機能を健全に維持

するための適切な保守及び修理ができるものでなければ

ならない。 

６ 安全機能を有する施設は，ポンプその他の機器又は配

管の損壊に伴う飛散物により，その安全機能を損なわな

いものでなければならない。 

（安全機能を有する施設） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であり，安全

機能を確保する設計とする。 

安全冷却水系冷却塔Ａと安全冷却水循環ポンプは、安全

機能を確保するため以下の通り設計する。 

・単一故障が発生した場合でもその機能を失わない設計と

する。 

（３．２．１１項参照） 

・設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定

される全ての環境条件において，その安全機能を発揮する

ことができる設計とする。 

・健全性及び能力を確認するため，その安全機能の重要度

に応じ，再処理施設の運転中又は停止中に検査又は試験が

できる設計とする。 

・安全機能を健全に維持するための適切な保守及び修理が

できる設計とする。 

（内部発生飛散物） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，安全上重要な施設であり，内部
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７ 安全機能を有する施設は，二以上の原子力施設と共用

する場合には，再処理施設の安全性を損なわないもので

なければならない。 

発生飛散物の発生を防止することにより安全機能を損なわ

ない設計とする。 

（３．２．１０項参照） 

（共用） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，他の原子力施設と共用しないた

め，影響を受ける規則要求はない。 

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防

止） 

第十六条 安全機能を有する施設は，次に掲げる要件を満

たすものでなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化時において，パラメータを

安全設計上許容される範囲内に維持できるものである

こと。 

二 設計基準事故時において，工場等周辺の公衆に放射

線障害を及ぼさないものであること。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，安全上重要な施設の安全冷

却水系の運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の選定

結果は変わらない設計とする。 
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（使用済燃料の貯蔵施設等） 

第十七条 再処理施設には，次に掲げるところにより，使

用済燃料の受入施設（安全機能を有する施設に属するも

のに限る。）及び貯蔵施設（安全機能を有する施設に属す

るものに限る。）を設けなければならない。 

一 使用済燃料を受け入れ，又は貯蔵するために必要な

容量を有するものとすること。 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものであ

ること。 

２ 再処理施設には，次に掲げるところにより，製品貯蔵

施設（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設

けなければならない。 

一 製品を貯蔵するために必要な容量を有するものとす

ること。 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものであ

ること。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，使用済燃料の受入施設及び

貯蔵施設，製品貯蔵施設の冷却は変更しないため，本変更

により影響を受ける規則要求はない。 

（計測制御系統施設） 

第十八条 再処理施設には，次に掲げるところにより，計

測制御系統施設を設けなければならない。 

一 安全機能を有する施設の健全性を確保するために監視

することが必要なパラメータは，運転時，停止時及び運

転時の異常な過渡変化時においても想定される範囲内に

制御できるものとすること。 

二 前号のパラメータは，運転時，停止時及び運転時の異

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，安全上重要な施設の安全冷

却水系の計測制御設備は変更しないため，本変更により影

響を受ける規則要求はない。 
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常な過渡変化時においても想定される範囲内で監視でき

るものとすること。 

三 設計基準事故が発生した場合の状況を把握し，及び対

策を講じるために必要なパラメータは，設計基準事故時

に想定される環境下において，十分な測定範囲及び期間

にわたり監視できるものとすること。 

四 前号のパラメータは，設計基準事故時においても確実

に記録され，及び当該記録が保存されるものとするこ

と。 

（安全保護回路） 

第十九条 再処理施設には，次に掲げるところにより，安

全保護回路（安全機能を有する施設に属するものに限

る。以下この条において同じ。）を設けなければならな

い。 

一 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生し

た場合において，これらの異常な状態を検知し，これ

らの核的，熱的及び化学的制限値を超えないようにす

るための設備の作動を速やかに，かつ，自動的に開始

させるものとすること。 

二 火災，爆発その他の再処理施設の安全性を著しく損

なうおそれが生じたときに，これらを抑制し，又は防

止するための設備（前号に規定するものを除く。）の作

動を速やかに，かつ，自動的に開始させるものとする

こと。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプは，核的，熱的及び化学的制限値等

の変更に該当しないため，本変更の影響を受ける規則要求

はない。 
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三 計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する

場合であって，単一故障が生じた場合においても当該

安全保護回路の安全保護機能が失われないものとする

こと。 

（制御室等） 

第二十条 再処理施設には，次に掲げるところにより，制

御室（安全機能を有する施設に属するものに限る。以下

この条において同じ。）を設けなければならない。 

一 再処理施設の健全性を確保するために必要なパラメ

ータを監視できるものとすること。 

二 主要な警報装置及び計測制御系統設備を有するもの

とすること。 

三 再処理施設の外の状況を把握する設備を有するもの

とすること。 

２ 分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処理施

設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視す

るための設備及び再処理施設の安全性を確保するために

必要な操作を手動により行うことができる設備を設けな

ければならない。 

３ 制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他

の従事者が制御室に出入りするための区域には，設計

基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を確保

するための措置をとるため，従事者が支障なく制御室

に入り，又は一定期間とどまり，かつ，当該措置をと

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，安全上重要な施設の安全冷

却水系の計測制御設備は変更しないため，中央制御室にお

いて必要なパラメータを監視することが出来るため，本変

更の影響を受ける規則要求はない。 
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るための操作を行うことができるよう，遮蔽その他の

適切な放射線防護措置，気体状の放射性物質及び制御

室外の火災又は爆発により発生する有毒ガスに対する

換気設備の隔離その他の当該従事者を適切に防護する

ための設備を設けなければならない。 

（廃棄施設） 

第二十一条 再処理施設には，運転時において，周辺監視

区域の外の空気中の放射性物質の濃度及び液体状の放射

性物質の海洋放出に起因する線量を十分に低減できるよ

う，再処理施設において発生する放射性廃棄物を処理す

る能力を有する放射性廃棄物の廃棄施設（安全機能を有

する施設に属するものに限り，放射性廃棄物を保管廃棄

する施設を除く。）を設けなければならない。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するも

のであり，放射性廃棄物の廃棄施設の変更はないため，本

変更の影響を受ける規則要求はない。 

（保管廃棄施設） 

第二十二条 再処理施設には，次に掲げるところにより，

放射性廃棄物の保管廃棄施設（安全機能を有する施設に

属するものに限る。）を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有

するものとすること。 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものであ

ること。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するも

のであり，放射性廃棄物の保管廃棄施設の変更はないた

め，本変更の影響を受ける規則要求はない。 

（放射線管理施設） 

第二十三条 工場等には，放射線から放射線業務従事者を

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した
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防護するため，放射線管理施設を設けなければならな

い。 

２ 放射線管理施設には，放射線管理に必要な情報を制御

室その他当該情報を伝達する必要がある場所に表示でき

る設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を

設けなければならない。 

安全冷却水循環ポンプにより，放射線管理施設の変更はな

いため，本変更の影響を受ける規則要求はない。 

（監視設備） 

第二十四条 再処理施設には，運転時，停止時，運転時の

異常な過渡変化時及び設計基準事故時において，当該再

処理施設及びその境界付近における放射性物質の濃度及

び線量を監視し，及び測定し，並びに設計基準事故時に

おける迅速な対応のために必要な情報を制御室その他当

該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安

全機能を有する施設に属するものに限る。）を設けなけれ

ばならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，運転時，停止時，運転時の

異常な過渡変化時及び設計基準事故時における再処理施設

及びその境界付近における放射性物質の濃度等の監視設備

に変更はないため，本変更の影響を受ける規則要求はな

い。 

（保安電源設備） 

第二十五条 再処理施設は，安全上重要な施設がその機能

を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため，電力系統に連系したものでなければ

ならない。 

２ 再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する

施設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を

設けなければならない。 

３ 保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給す

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

と安全上重要な施設に再度整理した安全冷却水循環ポンプ

は，安全上重要な施設であり，非常用電源設備から電力の

供給を行う設計とする。 
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るための設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備か

ら安全機能を有する施設への電力の供給が停止すること

がないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知する

とともに，その拡大を防止するものでなければならな

い。 

４ 再処理施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線

は，当該再処理施設において受電可能なものであり，か

つ，それにより当該再処理施設を電力系統に連系するも

のでなければならない。 

５ 非常用電源設備及びその附属設備は，多重性を確保

し，及び独立性を確保し，その系統を構成する機械又は

器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異

常な過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要

な施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機

能を確保するために十分な容量を有するものでなければ

ならない。 

（緊急時対策所） 

第二十六条 工場等には，設計基準事故が発生した場合に

適切な措置をとるため，緊急時対策所を制御室以外の場

所に設けなければならない。 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近

傍には，有毒ガスが発生した場合に適切な措置をとるた

め，工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装

置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，緊急時対策所に変更はない

ため，本変更により影響を受ける規則要求はない。 
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対策所において自動的に警報するための装置その他の適切

に防護するための設備を設けなければならない。 

（通信連絡設備） 

第二十七条 工場等には，設計基準事故が発生した場合に

おいて工場等内の人に対し必要な指示ができるよう，警

報装置（安全機能を有する施設に属するものに限る。）及

び多様性を確保した通信連絡設備（安全機能を有する施

設に属するものに限る。）を設けなければならない。 

２ 工場等には，設計基準事故が発生した場合において再

処理施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡

ができるよう，多様性を確保した専用通信回線を設けな

ければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

とそこへ設置する配管，安全上重要な施設に再度整理した

安全冷却水循環ポンプにより，通信連絡設備に変更はない

ため，本変更により影響を受ける規則要求はない。 
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３．２ 各規則条文への適合性について 

本変更による再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則へ

の適合性への影響について確認した。 



３．２．１ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置

変更に係る第５条（火災等による損傷の防止）への適

合性について

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第５条（火災等に

よる損傷の防止）への適合性について以下に示す。

（２）規則への適合性

（２）－１ 設計方針

火災等による損傷の防止に係る設計方針は以下の通り。

冷却塔Ａは安全上重要な施設であるため，再処理設備本体用安

全冷却水系冷却塔 Bと同様に，設置する区域を火災区域として設

定し，火災又は爆発によって，その安全機能が損なわれないよう

に火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減の

それぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とする。

また，再処理施設の特徴を踏まえ，安全上重要な施設のうち，

その重要度と特徴を考慮し最も重要な設備に対し，火災防護審査

基準における「安全停止機能」と同様に系統分離対策を講じるこ

ととしており，冷却塔Ａは，その対象となる「崩壊熱除去機能の

うち安全冷却水系のうち重要度の高いもの」に該当するため，系

統分離対策を講じ，その火災防護対策の妥当性については評価を

行い，安重機能を有する機器等が，火災等による損傷を防止でき

ることを確認する。
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（２）－２ 火災防護に係る審査基準の要求事項について

火災防護審査基準では，基本事項，個別の火災区域又は火災

区画における留意事項，火災防護計画についての要求がなされ

ており，火災の発生防止，火災の感知及び消火設備の設置並び

に火災の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じ

ることが要求されている。

火災防護審査基準の要求事項に対する確認結果を添付資料

１に示す。

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，火災等

による損傷の防止に係る適合の基本方針に変更はなく，冷却塔

Ａの設計においても，これまでに確認してきた適合の基本方針

にしたがい，火災等により安全機能を損なわない設計とする。 
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火災防護審査基準要求に対する影響について 添付資料１

２ 基本事項
原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設
置される安全機能を有する構造物、系統及び
機器を火災から防護することを目的として、以
下に示す火災区域及び火災区画の分類に基
づいて、火災発生防止、火災の感知及び消
火、火災の影響軽減のそれぞれを考慮した火
災防護対策を講じること。

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成
し、維持するための安全機能を有する構築物、
系統及び機器が設置される火災区域及び火
災区画

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有
する構築物、系統及び機器が設置される火災
区域

（２） 火災防護対策並びに火災防護対策を実施す
るために必要な手順、機器及び職員の体制を
含めた火災防護計画を策定すること。

再処理施設を対象とした火災防護対策を実施するため，火災防護計画を策定することとしており，
再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの移設及び前処理建屋に設置する安全冷却水系統に
よる変更はない。

２．１ 火災の発生防止 －
２．１．１ 原子炉施設は火災の発生を防止するために

以下の各号に掲げる火災防護対策を講じた設
計であること。 －

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ
れらの設備を設置する火災区域は、以下の事
項を考慮した、火災の発生防止対策を講じるこ
と。

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災区域又は火災区画に
は，以下の火災及び爆発の発生防止対策を講ずる設計とする。発火性又は引火性物質としては，
消防法で定められる危険物又は少量危険物として取り扱うもののうち「潤滑油」，「燃料油」に加
え，再処理施設で取扱う物質として，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の
解釈（以下「規則解釈」という。）の第5条1項一号のTBP，ｎ-ドデカン等（以下「有機溶媒等」とい
う。）」，硝酸ヒドラジン，高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められる水素，窒素，二酸化炭素，ア
ルゴン，NOx，プロパン及び酸素のうち，可燃性ガスである「規則解釈5条1項一号の水素（以下「水
素」という。）」及び「プロパン」並びに上記に含まれない「分析用試薬」を対象とする。
このうち，再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ又は前処理建屋において，取扱いがあるの
は，潤滑油，プロパンであるが、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

① 漏えいの防止、拡大防止
発火性物質又は引火性物質の漏えいの防止
対策、拡大防止対策を講じること。
ただし、雰囲気の不活性化等により、火災が発
生するおそれがない場合は、この限りでない。

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

② 配置上の考慮
発火性物質又は引火性物質の火災によって、
原子炉施設の安全機能を損なうことがないよう
に配置すること。

今回の建屋外への移設となり、その周囲には発火性物質又は引火性物質は存在しない。

③ 換気
換気ができる設計であること

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

④ 防爆
防爆型の電気・計装品を使用するとともに、必
要な電気設備に接地を施すこと。

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

⑤ 貯蔵
安全機能を有する構築物、系統及び機器を設
置する火災区域における発火性物質又は引
火性物質の貯蔵は、運転に必要な量にとどめ
ること。

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（２） 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留する
おそれがある火災区域には、滞留する蒸気又
は微粉を屋外の高所に排出する設備を設ける
とともに、電気・計装品は防爆型とすること。ま
た、着火源となるような静電気が溜まるおそれ
のある設備を設置する場合には、静電気を除
去する装置を設けること。

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（３） 火花を発生する設備や高温の設備等発火源と
なる設備を設置しないこと。ただし、災害の発
生を防止する附帯設備を設けた場合は、この
限りでない。

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無く、火花の発生や高温の発火源となる
設備にはならない。

（４） 火災区域内で水素が漏えいしても、水素濃度
が燃焼限界濃度以下となるように、水素を排
気できる換気設備を設置すること。また、水素
が漏えいするおそれのある場所には、その漏
えいを検出して中央制御室にその警報を発す
ること。

上記同様、今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い（既設の蓄電池より給電）。

（５） 放射線分解等により発生し、蓄積した水素の
急速な燃焼によって、原子炉の安全性を損な
うおそれがある場合には、水素の蓄積を防止
する措置を講じること。

本施設は非放射性物質を取扱う設備であり、水素の発生はない。

（６） 電気系統は、地絡、短絡等に起因する過電流
による過熱防止のため、保護継電器と遮断器
の組合せ等により故障回路の早期遮断を行
い、過熱、焼損の防止する設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

項 審査基準 記載内容

（１）

（１）

備考
再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ設置位置変更及び

前処理建屋に設置する安全冷却水系統に係る影響

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設であるため，設置する区域を火災区域として
設定し，火災又は爆発によって，その安全機能が損なわれないように火災の発生防止，火災の感
知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とする。
前処理建屋については，安全上重要な施設を設置するため、冷却塔Ａの設置位置変更に関わら
ず火災区域又は火災区画を設定し，火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽
減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計としている。
建屋内の安全冷却水に係る設備に変更はないため、前処理建屋内の火災区域及び火災区画に
変更は無い。

別紙１参照
別紙２参照
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火災防護審査基準要求に対する影響について 添付資料１

項 審査基準 記載内容 備考
再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ設置位置変更及び

前処理建屋に設置する安全冷却水系統に係る影響
２．１．２ 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

以下の各号に掲げるとおり、不燃性材料又は
難燃性材料を使用した設計であること。ただ
し、当該構築物、系統及び機器の材料が、不
燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能
を有するもの（以下「代替材料」という。）である
場合、もしくは、当該構築物、系統及び機器の
機能を確保するために必要な代替材料の使用
が技術上困難な場合であって、当該構築物、
系統及び機器における火災に起因して他の安
全機能を有する構築物、系統及び機器におい
て火災が発生することを防止するための措置
が講じられている場合は、この限りではない。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い（冷却塔の主要材料は不燃性材料とする。）

（１） 機器、配管、ダクト、トレイ、電線管、盤の筐
体、及びこれらの支持構造物のうち、主要な構
造材は不燃性材料を使用すること。

同上

（２） 建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の
可燃性物質を内包していないものを使用する
こと。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い（既設の絶縁油等を使用しない変圧器・遮断器
等を使用）。

（３） ケーブルは難燃ケーブルを使用すること
（実証試験の例）
・自己消火性の実証試験・・UL垂直燃焼試験
・延焼性の実証試験・・IEEE383または
IEEE1202

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い（ケーブルの詳細な選定は詳細設計で決定さ
れるが、既設と同型式ケーブルを使用するため、IEEE383またはIEEE1202を満足したものとす
る。）。

（４） 換気設備のフィルタは、不燃性材料又は難燃
性材料を使用すること。ただし、チャコールフィ
ルタについては、この限りでない。

本設備にフィルタは使用されない。

（５） 保温材は金属、ロックウール又はグラスウー
ル等、不燃性のものを使用すること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。
なお、外部火災を考慮した断熱被覆材は、十分な耐火性能を有するものとする。

（６） 建屋内装材は、不燃性材料を使用すること。 今回の建屋外への移設であり、建屋内装材の設計に変更は無い。（建屋内は既存設備から変更
なし。）

２．１．３ 落雷、地震等の自然現象によって、原子炉施
設内の構築物、系統及び機器に火災が発生し
ないように以下の各号に掲げる火災防護対策
を講じた設計であること。

再処理施設において，設計上の考慮を必要とする自然現象は，地震，津波，落雷，風（台風），竜
巻，凍結，高温，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害である。
風（台風），竜巻及び森林火災は，それぞれの事象に対して再処理施設の安全機能を損なうことの
ないように，自然現象から防護する設計とすることで，火災の発生を防止する。
生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響については，侵入防止対策によって影響を受けない
設計とする。
津波，凍結，高温，降水，積雪，他の生物学的事象及び塩害は，発火源となり得る自然現象では
なく，火山の影響についても，火山から再処理施設に到達するまでに降下火砕物が冷却されること
を考慮すると，発火源となり得る自然現象ではない。
したがって，再処理施設で火災を発生させるおそれのある自然現象として，落雷及び地震につい
て，これらの自然現象によって火災が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講ずる設計
とする。
以上について，再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの移設及び前処理建屋に設置する安全
冷却水系統による変更はない。（考慮すべき自然現象に変更は無い。）

（１） 落雷による火災の発生防止対策として、建屋
等に避雷設備を設置すること。

落雷による火災の発生を防止するため，「原子力発電所の耐雷指針」（JEAG4608），建築基準法
及び消防法に基づき，日本産業規格に準拠した避雷設備を設置する設計とする。重要な構築物
は，建築基準法及び消防法の適用を受けないものであっても避雷設備を設ける設計とする。
各々の防護対象施設に設置する避雷設備は，構内接地系と連接することにより，接地抵抗の低減
及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平坦化を図る設計とする。
以上について，移設する再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａに避雷設備を設置し，構内接
地系と連接する。

第9条参照

（２） 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
十分な支持性能をもつ地盤に設置するととも
に、自らが破壊又は倒壊することによる火災の
発生を防止すること。なお、耐震設計について
は実用発電用原子炉及びその附属施設の位
置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈
（原規技発第1306193 号（平成25 年6 月19 日
原子力規制委員会決定））に従うこと。

安全上重要な機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等は，耐震設計上の重要度に
応じた地震力が作用した場合においても支持することができる地盤に設置し，自らの破壊又は倒
壊による火災の発生を防止する。

第7条参照

２．２ 火災の感知・消火

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号
に掲げるように、安全機能を有する構築物、系
統及び機器に対する火災の影響を限定し、早
期の火災感知及び消火を行える設計であるこ
と。

火災感知設備及び消火設備は，安重機能を有する機器等および放射性物質貯蔵等の機能を有す
る機器等に対する火災の影響を限定し，早期の火災感知及び消火を行える設計とする。

火災感知設備
①各火災区域における放射線、取付面高さ、
温度、湿度、空気流等の環境条件や予想され
る火災の性質を考慮して型式を選定し、早期
に火災を感知できるよう固有の信号を発する
異なる感知方式の感知器等（感知器及びこれ
と同等の機能を有する機器をいう。以下同
じ。）をそれぞれ設置すること。また、その設置
に当たっては、感知器等の誤作動を防止する
ための方策を講ずること。

① 火災感知器の環境条件等の考慮及び多様化
安重機能を有する機器等および放射性物質貯蔵等の機器等が設置される火災区域又は火災区
画の火災感知器の型式は，放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環境条件及び予想され
る火災の性質を考慮して選定する。

・屋外の火災区域（安全冷却水冷却塔）
屋外に設置される安全冷却水系冷却塔は屋外に開放された状態で設置されており，火災による熱
及び煙が周囲に拡散することからアナログ式感知器（煙及び熱）の設置が適さないことから，非ア
ナログ式の炎感知器及び非アナログ式の熱感知カメラ（サーモカメラ）を設置する設計とする。
移設する冷却塔は屋外施設に該当することから、上記を考慮し、炎感知器及び熱感知カメラ
（サーモカメラ）により、多様化するものとする。
なお、建屋内の感知器の配置計画に変更は無い。

②感知器については消防法施行規則（昭和３
６年自治省令第６号）第２３条第４項に従い、感
知器と同等の機能を有する機器については同
項において求める火災区域内の感知器の網
羅性及び火災報知設備の感知器及び発信機
に係る技術上の規格を定める省令（昭和５６年
自治省令第１７号）第１２条から第１８条までに
定める感知性能と同等以上の方法により設置
すること。

移設する冷却塔は屋外施設に該当することから、非アナログ式の炎感知器及び非アナログ式の熱
感知カメラを設置する。当該機器は，炎が発する赤外線や紫外線を感知するため，煙や熱と比べ
て感知器に到達する時間遅れがなく，火災の早期感知に優位性がある。
また，非アナログ式の炎感知器（赤外線方式）及び非アナログ式の熱感知カメラを設置する場合
においては，それぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する設計
とする。
よって，非アナログ式の感知器を採用してもアナログ式の感知器と同等以上の性能を確保すること
が可能である。
また、その性能は「火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令（昭和
５６年自治省令第１７号）」第１２条から第１８条までに定める感知性能と同等以上であることを確
認したものを使用する。
なお、建屋内の感知器の配置計画に変更は無い。

（１）

別紙3参照
別紙4参照
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火災防護審査基準要求に対する影響について 添付資料１

項 審査基準 記載内容 備考
再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ設置位置変更及び

前処理建屋に設置する安全冷却水系統に係る影響
③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、
電源を確保する設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

④ 中央制御室等で適切に監視できる設計で
あること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（２） 消火設備
①消火設備については、以下に掲げるところ
によること。
ａ．消火設備は、火災の火炎及び熱による直
接的な影響のみならず、煙、流出流体、断線、
爆発等による二次的影響が安全機能を有する
構築物、系統及び機器に悪影響を及ぼさない
ように設置すること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｂ．可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火
災の性質に応じた十分な容量の消火剤を備え
ること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｃ．消火栓は、全ての火災区域の消火活動に
対処できるよう配置すること。

今回の建屋外へ移設されるが、適切に屋外消火栓を配置している。
なお、工事に伴い一時的に既設屋外消火栓を移設する可能性があるが、冷却塔における火災の
消火が可能な位置に復旧若しくは追設する。
また、建屋内の消火栓に変更は無い。

別紙１参照

ｄ．移動式消火設備を配備すること。 今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｅ．消火設備は、外部電源喪失時に機能を失
わないように、電源を確保する設計であるこ
と。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｆ．消火設備は、故障警報を中央制御室に吹鳴
する設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｇ．原子炉の高温停止及び低温停止に係る安
全機能を有する構築物、系統及び機器相互
の系統分離を行うために設けられた火災区域
又は火災区画に設置される消火設備は、系
統分離に応じた独立性を備えた設計であるこ
と。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｉ．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有
する構築物、系統及び機器が設置される火災
区域であって、火災時に煙の充満、放射線の
影響等により消火活動が困難なところには、
自動消火設備又は手動操作による固定式消
火設備を設置すること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｊ．電源を内蔵した消火設備の操作等に必要
な照明器具を、必要な火災区域及びその出入
通路に設置すること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

② 消火剤に水を使用する消火設備について
は、①に掲げるところによるほか、以下に掲げ
るところによること。

－

ａ．消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系
は、多重性又は多様性を備えた設計であるこ
と。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｂ．2 時間の最大放水量を確保できる設計であ
ること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｃ．消火用水供給系をサービス系又は水道水
系と共用する場合には、隔離弁等を設置して
遮断する等の措置により、消火用水の供給を
優先する設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

ｄ．管理区域内で消火設備から消火剤が放出
された場合に、放射性物質を含むおそれのあ
る排水が管理区域外へ流出することを防止す
る設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。
（屋外への移設且つ放射性物質の取扱いは無い。）

③ 消火剤にガスを使用する消火設備につい
ては、①に掲げるところによるほか、固定式の
ガス系消火設備は、作動前に職員等の退出が
できるように警報を吹鳴させる設計であるこ
と。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。
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火災防護審査基準要求に対する影響について 添付資料１

項 審査基準 記載内容 備考
再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ設置位置変更及び

前処理建屋に設置する安全冷却水系統に係る影響
２．２．２ 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号

に示すように、地震等の自然現象によっても、
火災感知及び消火の機能、性能が維持される
設計であること。

－

（１） 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止
対策を講じた設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（２） 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害
されない設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（３） 消火配管は、地震時における地盤変位対策を
考慮した設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
消火設備の破損、誤動作又は誤操作によっ
て、安全機能を失わない設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

また、消火設備の破損、誤動作又は誤操作に
よる溢水の安全機能への影響について「原子
力発電所の内部溢水影響評価ガイド」により
確認すること。

火災時における消火設備からの放水による溢水（消火活動による溢水）が発生した場合において
も安全機能を損なわない設計とする。（第十一条　「溢水による損傷の防止」にて示す。）

第11条参照

２．３ 火災の影響軽減

２．３．１ 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重
要度に応じ、それらを設置する火災区域又は
火災区画内の火災及び隣接する火災区域又
は火災区画における火災による影響に対し、
以下の各号に掲げる火災の影響軽減のため
の対策を講じた設計であること。

－

（１） 原子炉の高温停止及び低温停止に係わる安
全機能を有する構築物、系統及び機器を設
置する火災区域については、3 時間以上の耐
火能力を有する耐火壁によって他の火災区域
から分離すること。

建屋外については火災区域を設定する。（屋外に開放されていることから、耐火壁による分離を行
わない。）
建屋内に設置される機器については、火災区域を設定し3時間の耐火能力を有する耐火壁により
分離する（変更なし）。

別紙1参照
別紙2参照

原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全
機能を有する構築物、系統及び機器は、その
相互の系統分離及びこれらに関連する非安全
系のケーブルとの系統分離を行 うために、火
災区画内又は隣接火災区画間の延焼を防止
する設計であること。
具体的には、火災防護対象機器及び火災防
護対象ケーブルが次に掲げるいずれかの要件
を満たしていること。

a. 互いに相違する系列の火災防護対象機器
及び火災防護対象ケーブルについて、互いの
系列間が 3 時間以上の耐火能力を有する隔
壁等で分離されていること。

b. 互いに相違する系列の火災防護対象機器
及び火災防護対象ケーブルについて、互いの
系列間の水平距離が 6ｍ以上あり、かつ、火
災感知設備及び自動消火設備が当該火災区
画に設置されていること。この場合、水平距離
間には仮置きするものを含め可燃性物質が存
在しないこと。

c. 互いに相違する系列の火災防護対象機器
及び火災防護対象ケーブルについて、互いの
系列間が１時間の耐火能力を有する隔壁等で
分離されており、かつ、火災感知設備及び自
動消火設備が当該火災区画に設置されている
こと。

（３） 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する
構築物、系統及び機器が設置される火災区域
については、3 時間以上の耐火能力を有する
耐火壁によって他の火災区域から分離されて
いること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（４） 換気設備は、他の火災区域の火、熱、又は煙
が安全機能を有する構築物、系統及び機器を
設置する火災区域に悪影響を及ぼさないよう
に設計すること。また、フィルタの延焼を防護
する対策を講じた設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（５） 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災
区域及び中央制御室のような通常運転員が駐
在する火災区域では、火災発生時の煙を排気
できるように排煙設備を設置すること。なお、
排気に伴い放射性物質の環境への放出を抑
制する必要が生じた場合には、排気を停止で
きる設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（２）

２．２．３

別紙1参照
別紙2参照

当該設備は，火災防護上の最重要設備（②崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系のうち重要度の
高いもの）に該当することから，下記ａ～ｃに示す系統分離対策を講じる設計とする。

【上記①～④に対する系統分離対策】
a．３時間以上の耐火能力を有する隔壁で分離
系統分離されて配置している最重要設備となる安全上重要な機器は，火災防護審査基準の「2.3
火災の影響軽減」(1)及び(2)a.に基づき，火災耐久試験により３時間以上の耐火能力が確認でき
た，耐火壁，貫通部シール，防火扉及び防火ダンパで系統間を分離する。
3時間耐火性能の具体的仕様及び性能確認方法について前項(1)と同様である。

b．互いに相違する系列間の水平距離を６ｍ以上確保し，火災感知設備及び自動消火設備を設置
して分離
互いに相違する系列の系統分離対象機器は，火災防護審査基準の「2.3 火災の影響軽減」(2)b.に
基づき，系列間を６ｍ以上の離隔距離により分離する設計とする。この場合，水平距離間には仮
置きするものを含め可燃性物質が存在しないようにする。

c．互いに相違する系列間を１時間の耐火能力を有する隔壁で分離し，火災感知設備及び自動消
火設備を設置して分離
互いに相違する系列の系統分離対象機器は，火災防護審査基準の「2.3 火災の影響軽減」(2)c.に
基づき，互いの系列間を１時間の耐火能力を有する隔壁（耐火間仕切り，ケーブルトレイ等耐火
ラッピング）で分離し，かつ，火災感知設備及び自動消火設備を設置する設計とする。
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火災防護審査基準要求に対する影響について 添付資料１

項 審査基準 記載内容 備考
再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ設置位置変更及び

前処理建屋に設置する安全冷却水系統に係る影響
（６） 油タンクには排気ファン又はベント管を設け、

屋外に排気できるように設計されていること。
今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

２．３．２ 原子炉施設内のいかなる火災によっても、安
全保護系及び原子炉停止系の作動が要求さ
れる場合には、火災による影響を考慮しても、
多重化されたそれぞれの系統が 同時に機能
を失うことなく、原子炉を高温停止及び低温停
止できる設計であること。
また、原子炉の高温停止及び低温停止が達成
できることを、火災影響評価により確認するこ
と。
（火災影響評価の具体的手法は「原子力発電
所の内部火災影響評価ガイド」による。）

今回の移設に伴う配置変更を考慮し、火災影響評価により、以下のとおり火災により安全機能が
喪失しないことを確認している。
①建屋内機器・ケーブル
当該設備は最重要設備に該当することから、適切に系統分離されており、単一火災を想定しても
安全機能を喪失することはない。
②建屋外機器・ケーブル
当該設備は最重要設備に該当することから、適切に系統分離されており、単一火災を想定しても
安全機能を喪失することはない。

３． 個別の火災区域又は火災区画における留意
火災防護対策の設計においては、2. に定める
基本事項のほか、安全機能を有する構築物、
系統及び機器のそれぞれの特徴を考慮した火
災防護対策を講ずること。

－

（１） ケーブル処理室
① 消防隊員のアクセスのために、少なくとも二
箇所の入口を設けること。
② ケーブルトレイ間は、少なくとも幅 0.9m、高
さ 1.5m 分離すること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（２） 電気室
電気室を他の目的で使用しないこと。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（３） 蓄電池室
① 蓄電池室には、直流開閉装置やインバー
ターを収容しないこと。
② 蓄電池室の換気設備が、2%を十分下回る
水素濃度に維持できるようにすること。
③ 換気機能の喪失時には中央制御室に警報
を発する設計であること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（４） ポンプ室
煙を排気する対策を講ずること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（５） 中央制御室等
① 周辺の部屋との間の換気設備には、火災
時に閉じる防火ダンパを設置すること。
② カーペットを敷かないこと。ただし、防炎性を
有するものはこの限りではない。なお、防炎性
については、消防法施行令第４条の３によるこ
と。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（６） 使用済燃料貯蔵設備、新燃料貯蔵設備
消火中に臨界が生じないように、臨界防止を
考慮した対策を講ずること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。

（７） 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯
蔵設備
① 換気設備は、他の火災区域や環境への放
射性物質の放出を防ぐために、隔離できる設
計であること。
② 放水した消火水の溜り水は汚染のおそれ
があるため、液体放射性廃棄物処理設備に回
収できる設計であること。
③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹
脂、チャコールフィルタ及び HEPA フィルタなど
は、密閉した金属製のタンク又は容器内に貯
蔵すること。
④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を
考慮した対策を講ずること。

今回の建屋外への移設に伴い、設計に変更は無い。
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再処理本体用 安全冷却水系冷却塔の火災区域及び系統分離

別紙１
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火災区域：

： 火災区画

前処理建屋　地下3階　安全冷却水循環ポンプの火災区域及び系統分離状況
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前処理建屋　地下1階　安全冷却水循環ポンプの火災区域及び系統分離状況
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火災区域：

： 火災区画

前処理建屋　地上1階　安全冷却水循環ポンプの火災区域及び系統分離状況
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前処理建屋　地上2階　安全冷却水循環ポンプの火災区域及び系統分離状況
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前処理建屋　地上3階　安全冷却水循環ポンプの火災区域及び系統分離状況
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前処理建屋　地上４階　安全冷却水循環ポンプの火災区域及び系統分離状況
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３．２．２ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位

置変更に係る第９条（火山）への適合性について

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第９条（火山）へ

の適合性について以下に示す。 

（２）規則への適合性

（２）－１ 設計方針

火山に対する設計方針は以下の通り。

冷却塔Ａは安全上重要な施設であるため，降下火砕物防護対象

設備として，降下火砕物により安全機能を損なわない設計とする。 

（２）－２ 降下火砕物防護施設の選定

降下火砕物防護対象設備は，建屋内に収納され防護される設

備，建屋内に収納されるが外気を直接取り込む設備及び屋外に

設置される設備に分類される。 

そのため，降下火砕物防護対象設備を収納する建屋，建屋内

に収納されるが外気を直接取り込む降下火砕物防護対象設備

及び屋外に設置する降下火砕物防護対象設備を降下火砕物防

護施設とする。 

冷却塔Ａは屋外に設置する降下火砕物防護対象設備である

ため，降下火砕物防護施設として選定する。 
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（２）－２－１ 降下火砕物防護対象設備を収納する建屋 

①使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

②前処理建屋 

③分離建屋 

④精製建屋 

⑤ウラン脱硝建屋 

⑥ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

⑦ウラン酸化物貯蔵建屋 

⑧ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 

⑨高レベル廃液ガラス固化建屋 

⑩第１ガラス固化体貯蔵建屋 

⑪チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋 

⑫ハル・エンド ピース貯蔵建屋 

⑬制御建屋 

⑭分析建屋 

⑮非常用電源建屋 

⑯主排気筒管理建屋 

（２）－２－２ 建屋内に収納されるが外気を直接取り込む 

降下火砕物防護対象設備 

①制御建屋中央制御室換気設備 

②ガラス固化体貯蔵設備のうち収納管及び通風管 

③第１非常用ディーゼル発電機 

④第２非常用ディーゼル発電機 

⑤安全圧縮空気系空気圧縮機 
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（２）－２－３ 屋外に設置する降下火砕物防護対象設備

①主排気筒

②使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却

塔Ａ，Ｂ

③再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ａ，Ｂ

④第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔Ａ，Ｂ

⑤ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備及び

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の屋外

配管並びに前処理建屋換気設備，分離建屋換気設備，精製建

屋換気設備，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備及

び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の屋外ダクト 

（２）－３ 設計方針

①構造物への静的負荷

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び屋外に設置す

る降下火砕物防護対象設備は，設計荷重（火山）の影響により，

安全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び屋外に設置す

る降下火砕物防護対象設備の許容荷重が，設計荷重（火山）に

対して安全余裕を有することにより，構造健全性を失わない設

計とする。 

降下火砕物の堆積荷重と組み合わせる自然現象として積雪

及び風（台風）を考慮する。 
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冷却塔Ａは屋外に設置する降下火砕物防護対象設備である

ため，降下火砕物の荷重は，堆積厚さ５５ｃｍ，密度１．３ｇ

／ｃｍ３（湿潤状態）とし，安全機能を損なわない設計とする。 

②粒子の衝突 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び屋外に設置す

る降下火砕物防護対象設備は，降下火砕物の粒子の衝突の影響

により，安全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び屋外に設置す

る降下火砕物防護対象設備は，コンクリート又は鋼構造物であ

るため，微小な鉱物結晶であり，砂よりも硬度が低い特性を持

つ降下火砕物の衝突による影響は小さい。そのため，降下火砕

物防護対象設備を収納する建屋及び屋外に設置する降下火砕

物防護対象設備の構造健全性を損なうことはない。 

なお，粒子の衝撃荷重による影響については，竜巻の設計飛

来物の影響に包含される。 

冷却塔Ａは鋼構造物であるため，粒子の衝突により安全機能

を損なうことはない。 

③換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響（閉塞） 

屋外に設置する降下火砕物防護対象設備のうち主排気筒は，

降下火砕物の侵入による閉塞の影響により，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

建屋に収納される降下火砕物防護対象設備及び建屋内に収

納されるが外気を直接取り込む降下火砕物防護対象設備は，降

下火砕物を含む空気による流路の閉塞の影響により，安全機能

を損なわない設計とする。 
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主排気筒は，排気の吹き上げにより降下火砕物が侵入し難い

構造とする。降下火砕物が主排気筒内に侵入した場合でも，主

排気筒下部に異物の除去が可能なマンホール及び異物の溜ま

る空間を設けることにより閉塞し難い構造とする。 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び制御建屋中央

制御室換気設備は，外気取入口に防雪フードを設け，降下火砕

物が侵入し難い構造とする。降下火砕物が取り込まれたとして

も，制御建屋中央制御室換気設備にはプレフィルタ及び高性能

粒子フィルタを設置し，中央制御室内への降下火砕物の侵入を

防止する。降下火砕物防護対象設備を収納する建屋の換気設備

についても，プレフィルタ及び粒子フィルタ又は中性能フィル

タを設置し，建屋内部への降下火砕物の侵入を防止する。さら

に，降下火砕物がフィルタに付着した場合でも交換又は清掃が

可能な構造とすることで，降下火砕物により閉塞しない設計と

する。 

ガラス固化体貯蔵設備の収納管，通風管等で構成する貯蔵ピ

ットの冷却空気流路については，冷却空気入口シャフトの外気

取入口に防雪フードを設け降下火砕物が侵入し難い構造とす

る。降下火砕物が侵入した場合でも，貯蔵ピットの下部には空

間があり，冷却空気流路が直ちに閉塞することはない。また，

必要に応じ点検用の開口部より，吸引による除灰を行う。 

第１非常用ディーゼル発電機，第２非常用ディーゼル発電機

及び安全圧縮空気系空気圧縮機は，外気取入口に防雪フードを

設け降下火砕物が侵入し難い構造とする。降下火砕物が取り込

まれたとしても，設備内部への降下火砕物の進入を防止するた
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め，中性能フィルタ又はステンレス製ワイヤネットを設置する。

さらに，降下火砕物がフィルタに付着した場合でもフィルタの

交換又は清掃が可能な構造とすることで，降下火砕物により閉

塞しない設計とする。 

冷却塔Ａの安全冷却水系は、外気を系統内に取り込まない閉

ループ構造であるため、降下火砕物が侵入し閉塞することはな

い。

④換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響（磨耗）

建屋に収納される降下火砕物防護対象設備及び建屋内に収

納されるが外気を直接取り込む降下火砕物防護対象設備のう

ち，制御建屋中央制御室換気設備，第１非常用ディーゼル発電

機，第２非常用ディーゼル発電機及び安全圧縮空気系空気圧縮

機並びに屋外に設置される降下火砕物防護対象設備のうち安

全冷却水系の冷却塔は，降下火砕物による磨耗の影響により，

安全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び制御建屋中央

制御室換気設備は，外気取入口に防雪フードを設け降下火砕物

が侵入し難い構造とする。降下火砕物が取り込まれたとしても，

制御建屋中央制御室換気設備にはプレフィルタ及び高性能粒

子フィルタを設置し，中央制御室内部への降下火砕物の侵入を

防止する。降下火砕物防護対象設備を収納する建屋の換気設備

についても，プレフィルタ及び粒子フィルタ又は中性能フィル

タを設置し，建屋内部への降下火砕物の侵入を防止する。

第１非常用ディーゼル発電機，第２非常用ディーゼル発電機

及び安全圧縮空気系空気圧縮機は，外気取入口に防雪フードを
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設け降下火砕物が侵入し難い構造とする。降下火砕物が取り込

まれたとしても，設備内部への降下火砕物の侵入を防止するた

め，中性能フィルタ又はステンレス製ワイヤネットを設置する。 

安全冷却水系の冷却塔において降下火砕物の影響を受ける

と想定される駆動部として，冷却ファンの回転軸部がある。こ

れに対しては，冷却空気を上方に流し降下火砕物が侵入し難い

構造とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

冷却塔Ａは既設の冷却塔Ｂと同じ構造とし，冷却ファン回転

軸部に降下火砕物が進入し難い構造とすることで，磨耗により

安全機能を損なわない設計とする。 

⑤構造物への化学的影響（腐食），換気系，電気系及び計測制御

系に対する化学的影響（腐食）

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋，建屋に収納される

降下火砕物防護対象設備，建屋内に収納されるが外気を直接取

り込む降下火砕物防護対象設備及び屋外に設置する降下火砕

物防護対象設備は，降下火砕物による腐食の影響により，安全

機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物の特性として，金属腐食研究の結果より，直ちに

金属腐食を生じさせることはないが，建屋内に収納されるが外

気を直接取り込む降下火砕物防護対象設備及び屋外に設置す

る降下火砕物防護対象設備は，塗装，腐食し難い金属の使用又

は防食処理（アルミニウム溶射）を施した炭素鋼を用いること

により，安全機能を損なわない設計とする。 

また，長期的な影響については，保守及び修理により安全機

能を損なわない設計とする。 
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降下火砕物防護対象設備を収納する建屋は，外気取入口に防

雪フードを設け，降下火砕物が侵入し難い構造とする。降下火

砕物が取り込まれたとしても，降下火砕物防護対象設備を収納

する建屋の換気設備については，プレフィルタ及び粒子フィル

タ又は中性能フィルタを設置し，建屋内部への降下火砕物の侵

入を防止する。制御建屋中央制御室換気設備についてはプレフ

ィルタ及び高性能粒子フィルタを設置し，中央制御室内部への

降下火砕物の侵入を防止する。 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋は外壁塗装及び屋

上防水がなされていることから，降下火砕物による化学的腐食

により短期的に影響を及ぼすことはない。 

また，降下火砕物堆積後の長期的な腐食の影響については，

堆積した降下火砕物を除去し，除去後の点検等において，必要

に応じて補修作業を実施することにより，安全機能を損なうこ

とはない。 

冷却塔Ａは屋外に設置する降下火砕物防護対象設備である

ため，塗装又は腐食し難い金属を使用することにより，腐食に

より安全機能を損なわない設計とする。 

⑥中央制御室の大気汚染

降下火砕物防護施設のうち，制御建屋の中央制御室は，降下

火砕物による大気汚染により，運転員の居住性を損なわない設

計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備の外気取入口には防雪フード

を設け，降下火砕物が侵入し難い構造とすることにより，中央

制御室の大気汚染を防止する。降下火砕物が取り込まれたとし
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ても，制御建屋中央制御室換気設備にはプレフィルタ及び高性

能粒子フィルタを設置し，中央制御室内への降下火砕物の侵入

を防止することで，運転員の居住性を確保する設計とする。 

さらに，制御建屋中央制御室換気設備の外気との連絡口を遮

断し，制御建屋の中央制御室内空気を再循環することで，腐食

性ガスの侵入を防止し，運転員の作業環境を確保する設計とす

る。 

冷却塔Ａは大気汚染を考慮する必要はない。

⑦取水源の水質汚染

再処理施設には大量に水を使用し，取水が必要となる降下火

砕物防護対象設備はないため，取水源の水質汚染の影響を受け

ることはない。 

なお，安全冷却水系の補給水等として使用される純水は，二

又川の河川水を除濁ろ過したろ過水から製造して純水貯槽に

貯留し，純水貯槽から供給するため，供給中に水質汚染するこ

とはない。 

冷却塔Ａは補給水として純水を使用するが，大量に使用しな

いこと及び純水貯槽から共有されるため，水質汚染の影響を受

けることはない。 

⑧電気系及び計測制御系の絶縁低下

建屋に収納される降下火砕物防護対象設備は，降下火砕物に

よる絶縁低下の影響により，安全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象設備を収納する建屋及び制御建屋中央

制御室換気設備は，外気取入口に防雪フードを設け降下火砕物

が侵入し難い構造とする。降下火砕物が取り込まれたとしても，
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降下火砕物防護対象設備を収納する建屋の換気設備について

は，プレフィルタ及び粒子フィルタ又は中性能フィルタを設置

し，建屋内部への降下火砕物の侵入を防止する。制御建屋中央

制御室換気設備についてはプレフィルタ及び高性能粒子フィ

ルタを設置し，中央制御室内部への降下火砕物の侵入を防止す

る。 

冷却塔Ａは屋外に設置する降下火砕物防護対象設備であり，

絶縁低下の影響を受けるような設備は屋外にはない。 

⑨外部電源喪失 

送電網への降下火砕物の影響により，長期的に外部電源が喪

失した場合に対し，第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常

用ディーゼル発電機を各々２系統設置する設計とし，外部電源

喪失により安全機能を損なわない設計とする。 

また，外部からの支援を期待できない場合においても，電力

の供給を可能とするため，再処理施設内に第１非常用ディーゼ

ル発電機及び第２非常用ディーゼル発電機が７日間以上連続

で運転できる燃料を貯蔵する設計とし，安全機能を損なわない

設計とする。 

冷却塔Ａは，外部電源の喪失時には第２非常用ディーゼル発

電機から給電される設計とするため，外部電源喪失の影響を受

けることはない。 

⑩アクセス制限 

敷地外で交通の途絶が発生した場合，安全上重要な施設に電

力を供給する第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用デ

ィーゼル発電機の燃料の供給が外部から受けられないが，再処
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理施設内に第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用ディ

ーゼル発電機が７日間以上連続で運転できる燃料を貯蔵する

設計とし，安全機能を損なわない設計とする。 

敷地内において交通の途絶が発生した場合でも，安全上重要

な施設の安全機能は再処理施設内で系統が接続されることに

より，交通の途絶の影響を受けない設計とし，安全機能を損な

わない設計とする。 

また，敷地内の道路において降下火砕物が堆積した場合には，

降灰後に除灰作業を実施し復旧することを手順等に定める。 

冷却塔Ａは，外部電源の喪失時には第２非常用ディーゼル発

電機から給電される設計とし，第２非常用ディーゼル発電機は

７日間以上連続で運転できる燃料を貯蔵する設計とするため，

アクセス制限の影響を受けることはない。

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，降下火

砕物に対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔Ａの設計に

おいても，これまでに確認してきた適合の基本方針に従い，降

下火砕物に対して安全機能を損なわない設計とする。 
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３．２．３ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置

変更に係る第９条（外部火災）への適合性について 

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔

Ａ」という。）の設置位置を変更することに係る第９条（外

部火災）への適合性について以下に示す。 

（２）規則への適合性

（２）－１ 設計方針 

外部火災に対する設計方針は以下の通り。

冷却塔Ａは安全上重要な施設とするため，外部火災に対して

安全機能を損なわない設計とする。 

（２）－２ 外部火災防護施設

外部火災防護対象設備は，建物内に収納され防護される設備

及び屋外に設置される設備に分類されることから，外部火災防

護対象設備を収納する建屋及び屋外に設置する外部火災防護

対象設備を外部火災防護施設として選定する。 

冷却塔Ａは屋外に設置する外部火災防護対象設備であるた

め，外部火災防護施設として選定する。（第３－２表参照）
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（２）－３ 設計方針

①森林火災

屋外に設置する外部火災防護施設である安全冷却水系冷却

塔については，輻射強度が最大となる発火点３の森林火災によ

る輻射強度に基づき算出する冷却水出口温度を最大運転温度

以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

冷却塔Ａについても，同様に冷却水出口温度を最大運転温度

以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象は，防火帯から最も近い位置（約１２９ｍ）にある

外部火災防護施設の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用

安全冷却水系冷却塔Ａとし，冷却水出口温度が最大運転温度以

下なることを確認する。 

冷却塔Ａは，第４図に示す位置に設置する設計とするため，

評価対象よりも，防火帯からの離隔距離（約１９２ｍ）が大き

いため，評価対象において，冷却水出口温度が最大運転温度以

下となることを確認することで，冷却塔Ａについても，安全機

能を損なわないことが確認できる

②石油備蓄基地火災

屋外に設置する外部火災防護施設である安全冷却水系冷却

塔については，想定される石油備蓄基地火災から受ける火炎か

らの輻射強度に基づき算出する冷却水出口温度を最大運転温

度以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

冷却塔Ａについても，同様に冷却水出口温度を最大運転温度

以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象は，石油備蓄基地からの距離が最短（約１，６４０
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ｍ）となる外部火災防護施設の使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設用 安全冷却水系冷却塔Ｂとし，冷却水出口温度が最大

運転温度以下となることを確認する。 

冷却塔Ａは，第４図に示す位置に設置する設計とするため，

評価対象よりも，石油備蓄基地からの離隔距離（約１，７９０

ｍ）が大きいため，評価対象において，冷却水出口温度が最大

運転温度以下となることを確認することで，冷却塔Ａについて

も，安全機能を損なわないことが確認できる 

 

③石油備蓄基地火災と森林火災の重畳 

屋外に設置する外部火災防護施設である安全冷却水系冷却

塔については，石油備蓄基地火災と森林火災から受ける輻射強

度に基づき算出する冷却水出口温度を最大運転温度以下とす

ることで，安全機能を損なわない設計とする。 

冷却塔Ａについても，同様に冷却水出口温度を最大運転温度

以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象は，石油備蓄基地火災と森林火災の重畳による熱影

響が厳しい使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷

却水系冷却塔Ａとし，冷却水出口温度が最大運転温度以下とな

ることを確認する。 

冷却塔Ａは，第４図に示す位置に設置する設計とするため，

評価対象よりも，防火帯及び石油備蓄基地からの離隔距離（約

１，７９０ｍ）が大きいため，評価対象において，冷却水出口

温度が最大運転温度以下となることを確認することで，冷却塔

Ａについても，安全機能を損なわないことが確認できる。 
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④航空機墜落による火災

屋外に設置する外部火災防護施設は，火炎からの輻射熱を受

けて高温になることが想定されるため，耐火被覆，遮熱板等の

防護対策を講ずることにより，外部火災防護対象設備の安全機

能を損なわない設計とする。 

屋外の外部火災防護対象設備は，主要部材である鋼材の強度

が維持される温度３２５℃以下とすることで，安全機能を損な

わない設計とする。また，安全冷却水系冷却塔については，火

炎からの輻射強度に基づき算出する冷却水出口温度が最大運

転温度以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

飛来物防護ネットについては，安全冷却水系冷却塔に波及的

影響を与える場合は，支持構造物である架構に耐火被覆，遮熱

板等の防護対策を講ずる設計とする。 

冷却塔Ａについても，同様に耐火被覆，遮熱板等の防護対策

を講ずることにより，主要部材である鋼材の強度が維持される

温度３２５℃以下とし，安全機能を損なわない設計とする。 

また，冷却塔Ａの配管は前処理建屋屋上の既設冷却水配管に

接続することから，新たに設置する配管に対しても耐火被覆，

遮熱板等の防護対策を講ずることにより，冷却水出口温度を最

大運転温度以下とすることで，安全機能を損なわない設計とす

る。

さらに，冷却塔Ａ及び既設取合部は竜巻防護対策のため飛来

物防護ネット及び飛来物防護板を新規に設置する。この飛来物

防護ネット及び飛来物防護板についても，冷却塔Ａに波及的影

響を与える場合は，支持構造物である架構等に耐火被覆，遮熱
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板等の防護対策を講ずる設計とする。 

冷却塔Ａに対しての防護対策のイメージ図を第５図に示す。 

 

⑤敷地内の危険物タンク等の火災 

敷地内の危険物タンク等の火災としては，ボイラ用燃料受入

れ・貯蔵所，ボイラ用燃料貯蔵所及びディーゼル発電機用燃料

油受入れ・貯蔵所の火災を想定する。 

屋外に設置する外部火災防護施設である安全冷却水系冷却

塔については，危険物タンク等の火災から受ける輻射強度に基

づき算出する冷却水出口温度を最大運転温度以下とすること

で，安全機能を損なわない設計とする。 

冷却塔Ａについても，同様に冷却水出口温度を最大運転温度

以下とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象は，ボイラ用燃料受入れ・貯蔵所からの距離が最短

となる再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ｂ（約４９０

ｍ），ボイラ用燃料貯蔵所からの距離が最短となる使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔Ｂ（約２１

０ｍ）及びディーゼル発電機用燃料油受入れ・貯蔵所からの距

離が最短となる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安

全冷却水系冷却塔Ｂ（約１００ｍ）とする。 

冷却塔Ａは，第４図に示す位置に設置する設計とするため，

評価対象よりも，危険物タンク等からの離隔距離が大きい＊た

め，評価対象において，冷却水出口温度が最大運転温度以下と

なることを確認することで，冷却塔Ａについても，安全機能を

損なわないことが確認できる。 
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＊：冷却塔Ａの危険物タンク等からの離隔距離

・ボイラ用燃料受入れ・貯蔵所から約８６０ｍ

・ボイラ用燃料貯蔵所からの距離から約３４０ｍ

・ディーゼル発電機用燃料油受入れ・貯蔵所から約２２０ｍ

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，外部火

災に対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔Ａの設計にお

いても，これまでに確認してきた適合の基本方針にしたがい，

外部火災に対して安全機能を損なわない設計とする。 
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第３－２表 外部火災防護施設

防護対象 外部火災防護施設

外 部 火 災

防 護 対 象

設 備 を 収

納 す る 建

屋 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

・前処理建屋

・分離建屋

・精製建屋

・ウラン脱硝建屋

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

・ウラン酸化物貯蔵建屋

・ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

・高レベル廃液ガラス固化建屋

・第１ガラス固化体貯蔵建屋

・制御建屋

・非常用電源建屋

・主排気筒管理建屋

屋 外 に 設

置 す る 外

部 火 災 防

護 対 象 設

備 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷

却水系冷却塔Ａ，Ｂ

・再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ａ，Ｂ

・第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷

却塔Ａ，Ｂ

・主排気筒

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス

処理設備

・高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設

備

・前処理建屋換気設備

・分離建屋換気設備

・精製建屋換気設備

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備

・高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備
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第４図 冷却塔Ａと外部火災に対する評価対象の配置

凡 例
： 森 林 火 災 の 評 価 対 象
： 石 油 備 蓄 基 地 火 災 の 評 価 対 象
： 敷 地 内 の 危 険 物 タ ン ク 等 火 災 の 評 価 対 象
： 危 険 物 タ ン ク 等 の 火 災 源

冷却塔Ａ
の配置

石油備蓄

基地の

ある方位
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第５図 航空機墜落火災に対する防護対策の設計方針 

＜ 航 空 機 墜 落 火 災 に 対 す る 防 護 対 策 の 設 計 方 針 ＞  
 
＜ 冷 却 塔 Ａ ＞  
・ 主 要 部 材 で あ る 鋼 材 の 強 度 が 維 持 さ れ る 温 度 325℃ 以 下 と な る よ う 耐 火 被 覆 ， 遮

熱 板 等 の 防 護 対 策 を 講 ず る 。  
 
＜ 新 設 の 配 管 ＞  
・ 冷 却 水 出 口 温 度 が 最 大 運 転 温 度 以 下 と な る よ う 耐 火 被 覆 ， 遮 熱 板 等 の 防 護 対 策 を

講 ず る 。 な お ， 防 護 対 策 に つ い て は ， 航 空 機 落 下 確 率 評 価 に お け る 標 的 面 積 を 超
え な い 範 囲 で 実 施 す る 。  

 
＜ 新 設 の 電 線 管 ＞  
・ 冷 却 塔 Ａ の 安 全 機 能 が 損 な わ な い よ う 耐 火 被 覆 ， 遮 熱 板 等 の 防 護 対 策 を 講 ず る 。

な お ， 防 護 対 策 に つ い て は ， 航 空 機 落 下 確 率 評 価 に お け る 標 的 面 積 を 超 え な い 範
囲 で 実 施 す る 。  

 
＜ 飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 及 び 飛 来 物 防 護 板 ＞  
・ 冷 却 塔 Ａ 及 び 既 設 取 合 部 に 波 及 的 影 響 を 与 え る 場 合 は ， 耐 火 被 覆 ， 遮 熱 板 等 の 防
護 対 策 を 講 ず る 。  

既 設 配 管 （ 撤 去 ）  

既 設 電 線 管 （ 撤 去 ）  

既 設 配 管       

既 設 電 線 管  

 

冷 却 塔 A に 接 続 す る 屋 外 設 備  

新 設 配 管 (2 本 )   
新 設 電 線 管 (2 本 )  

端 子 盤   

前処理建屋 

前処理建屋 

建屋基礎 

基 礎  

冷 却 塔  

新 設 A4A 

岩盤  

MMR 

基 礎  基 礎  

飛 来 物 防 護 板  

（ 冷 却 塔 Ａ に 接 続 す る 屋 外 設 備 の 飛 来 物 防 護 板 ） 

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト  

（ 一 部 ， 飛 来 物 防 護 板 ）  

冷 却 塔  

既 設 A4A  

冷 却 塔  

新設 A4A 

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト  

（ 一 部 ， 飛 来 物 防 護 板 ）  

耐 火 被 覆 ， 遮 熱 板  

耐 火 被 覆 ， 遮 熱 板  

冷 却 塔  

既 設 A4A  
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３.２.４ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置 

変更に係る第９条（航空機落下）への適合性について

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第９条（航空機落

下）への適合性について以下に示す。 

（２）規則への適合性

（２）-１ 設計方針

航空機落下に対する設計方針は以下の通り。

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設とするた

め，標的面積として加えて航空機落下確率を評価する。 
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（３）評価対象とする航空機落下事故

評価対象とする航空機落下事故は，国内における落下事故

とし，対象期間は計器飛行方式民間航空機については平成 11

年１月から平成 30 年 12 月※ １ までの 20 年間，自衛隊機又は

米軍機については平成 11 年４月から平成 31 年３月※ ２までの

20 年間とする。 

※１ 平成 11 年１月から平成 24 年 12 月での期間は「航空

機落下事故に関するデータ平成 28 年６月 原子力規制委

員会」，平成 25 年１月から平成 30 年 12 月までの期間は「国

土交通省 運輸安全委員会 報告書」検索結果による。

※２ 平成 11 年４月から平成 24 年 12 月での期間は「航空

機落下事故に関するデータ 平成 28 年６月 原子力規制

委員会」，平成 25 年１月から平成 31 年３月までの期間は「文

林堂 航空ファン（no.723-798)」による。

①計器飛行方式民間航空機の落下事故

対象期間において，航空路を巡航中の落下事故は発生してい

ないが，安全側に事故件数を 0.5 回とする。 

②自衛隊機又は米軍機の落下事故

航空機落下評価ガイドの「有視界飛行方式民間航空機の落下

事故」の落下確率評価においては，「小型機では機体重量，飛

行速度，落下時の衝撃力（荷重），衝突時の衝突面積が大型機

に比べて小さいこと，一般に格納容器や原子炉建屋が堅固な構

築物であること等から原子炉施設に落下した場合においても
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その影響を及ぼす原子炉施設の範囲が大型機の落下に比べて

著しく小さくなることを考慮する。」とされており，対象航空

機の種類による係数を用いて航空機落下確率を評価すること

とされている。 

一方，再処理施設は，再処理施設の南方向約10ｋｍに三沢対

地訓練区域があり，自衛隊機及び米軍機が訓練を行っているこ

とから，Ｆ－16等が再処理施設に衝突した場合でも，鉄筋コン

クリート板等の機体全体の衝突による全体的な破壊及びエン

ジンの衝突による局部的な破壊（貫通及び裏面剥離）により安

全上重要な施設の安全機能が損なわれないよう，建物全体を外

壁及び屋根により保護する設計としている。 

これらを踏まえ，再処理施設のうち建物全体を外壁及び屋根

により保護する設計としている建物・構築物に対する航空機落

下確率評価においては，航空機の衝突による影響がＦ－16等と

同程度かそれ以下の航空機については，対象航空機の種類によ

る係数を適用することとする。 

係数を適用する場合の条件を以下に示す。

《機体全体の衝突による全体的な破壊》

・ 全体的な破壊に用いる衝撃荷重の設定要素となる機体重量

及び速度のいずれもＦ－16等の防護設計条件を下回る場合

は係数を適用することとする。
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《エンジンの衝突による局部的な破壊》 

・ 局部的な破壊に用いる貫通限界厚さ及び裏面剥離限界厚

さの算定要素となるエンジン重量及び速度のいずれもＦ－

16 等の防護設計条件を下回る場合は係数を適用すること

とする。 

評価対象とする航空機落下事故は，自衛隊機 10 回（うち

８回が係数適用）及び米軍機３回（うち２回が係数適用）

となる。 
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（４）標的面積の設定

再処理施設は，工程ごとに安全機能が独立して複数の建屋で

構成されていることから，追加の防護設計の要否確認の対象と

して選定した安全上重要な施設を収納する建屋及び屋外に設

置する安全上重要な施設並びに安全上重要な施設の安全機能

の維持に必要な建物・構築物の面積を合算した面積を標的面積

とする。 

また，安全圧縮空気系，安全冷却水系，非常用所内電源系統，

主排気筒，安全保護回路及び安全上重要な計測制御系の安全上

重要な施設に係る建物・構築物間に敷設する配管，ダクト及び

ケーブルのうち，地下に位置する洞道内に設置されているもの

については，航空機落下の影響を受けるおそれがないことから

標的面積には含めない。 

安全機能を維持する観点で含める安全上重要な施設の選定

結果を第３-３表に，また，選定した安全上重要な施設に係る

建物・構築物を第３-４表に示す。 

第３-５表に建物・構築物ごとの標的面積を示す。 

第３-５表に示すとおり，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋を対象とした場合に標的面積が最大となり，建物全体を外壁

及び屋根により保護する設計としている施設の標的面積 0.031

ｋｍ ２ に建物全体を外壁及び屋根により保護する設計として

いない施設の標的面積 0.012ｋｍ２を加えて 0.043ｋｍ２となる。 
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（５）再処理施設への航空機落下確率 

計器飛行方式民間航空機及び自衛隊機又は米軍機の再処理

施設への航空機落下確率の総和は，4.5×10－ ８（回／年）とな

り，防護設計の判断基準である 10－ ７（回／年）を超えないこ

とから，追加の防護設計は必要ない。 

なお，対象となる全ての建物・構築物の面積を合算した面積

としては，建物全体を外壁及び屋根により保護する設計として

いる再処理施設の面積0.058ｋｍ２に建物全体を外壁及び屋根

により保護する設計としていない再処理施設の面積0.024ｋｍ

２ を加えて，計0.082ｋｍ ２ となる。これらを標的面積として，

再処理施設への航空機落下確率について参考として評価を実

施した結果，航空機落下確率の総和は，8.8×10－ ８ （回／年）

となる。 

 

（６）まとめ 

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，航空機

落下に対する適合の基本方針に変更はなく，航空機落下確率の

評価に伴う追加の防護設計の判断結果についても変更はない。 
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建 物 ・ 構 築 物

各 建 屋 に 収 容 す る 安 全 上 重 要 な 施 設 の 安 全 機 能 の 維 持 に 必 要 な 建 物 ・ 構 築 物

非 常 用 所 内 電 源 系 統

安 全 圧 縮

空 気 系 

主 排 気

筒

安 全 冷 却 水 系

安 全 保 護 回 路 ， 安

全 上 重 要 な  

計 測 制 御 系  

使 用 済 燃 料

の 受 入 れ 施

設 及 び 貯 蔵

施 設

再 処 理

設 備 本

体

使 用 済 燃 料 の

受 入 れ 施 設 及

び 貯 蔵 施 設 用

再 処 理 設 備

本 体 用 

第 ２ 非 常 用

デ ィ ー ゼ ル

発 電 機 用

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 ○ ○  ○

前 処 理 建 屋 ○ ○  ○ ○  ○ ○  

分 離 建 屋 ○ ○  ○ ○  ○ ○  

精 製 建 屋 ○ ○  ○ ○  ○ ○  

ウ ラ ン 脱 硝 建 屋 ○

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋 ○ ○  ○ ○  ○ ○  

ウ ラ ン 酸 化 物 貯 蔵 建 屋

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 酸 化 物 貯 蔵 建 屋 ○ ○  

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ○ ○  ○ ○  ○ ○  

第 １ ガ ラ ス 固 化 体 貯 蔵 建 屋

チ ャ ン ネ ル  ボ ッ ク ス ・ バ ー ナ ブ ル  ポ イ ズ ン 処 理 建

屋

ハ ル ・ エ ン ド  ピ ー ス 貯 蔵 建 屋

制 御 建 屋 ○ ○  ○

分 析 建 屋

非 常 用 電 源 建 屋 ○ ○  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ  
○ ○  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ｂ  
○ ○  

再 処 理 設 備 本 体 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ○ ○  ○

再 処 理 設 備 本 体 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ｂ ○ ○  ○

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ  
○ ○  

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ｂ  
○ ○  

主 排 気 筒 ○

第３―３表 安全機能の維持に必要な安全上重要な施設の選定結果
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安 全 上 重 要 な 施 設 安 全 上 重 要 な 施 設 の 安 全 機 能 の 維 持 に 必 要 な 建 物 ・ 構 築 物

安 全 圧 縮 空 気 系

・ 前 処 理 建 屋 （ 圧 縮 空 気 設 備 ）

・ 再 処 理 設 備 本 体 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

・ 前 処 理 建 屋 （ 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 ）

・ 非 常 用 電 源 建 屋 （ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ）

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

安 全 冷 却 水 系

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 用  安 全 冷 却 水 系  

・ 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 （ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ）

再 処 理 設 備 本 体 用 安 全 冷 却 水 系

・ 再 処 理 設 備 本 体 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

・ 前 処 理 建 屋 （ 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 ）

・ 非 常 用 電 源 建 屋 （ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ）

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用

安 全 冷 却 水 系  

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

・ 非 常 用 電 源 建 屋 （ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ）

非 常 用 所 内 電 源 系 統

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 （ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ）

・ 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

再 処 理 設 備 本 体
・ 非 常 用 電 源 建 屋 （ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 ）

・ 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

主 排 気 筒
・ 分 離 建 屋 ， 精 製 建 屋 ， 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 （ 地 上 部 ダ ク ト ）  

・ 主 排 気 筒

安 全 保 護 回 路 ， 安 全

上 重 要 な 計 測 制 御 系  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋

再 処 理 設 備 本 体 ・ 制 御 建 屋

第３－４表 安全上重要な施設に係る建物・構築物
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建 物 ・ 構 築 物 ※ ４ 安 全 機 能 の 維 持 に 必 要 な 建 物 ・ 構 築 物 ※ ４

標 的 面 積 ※ １

Ａ

（ ｋ ｍ ２ ）

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・

貯 蔵 建 屋  

【 9400】  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用  安

全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ  

0.016 

A1:0.010 

A2:0.006 

前 処 理 建 屋 【 6000】  

LPG ボ ン ベ ユ ニ ッ ト

【 40】  

地 上 部 安 全 冷 却 水 系

配 管 等 ※ ２ 【 770】  

分 離 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (分 離 建 屋 )， 精 製

建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (精 製 建 屋 )， 高 レ ベ ル

廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ※ ５ ，地 上 部 ダ ク ト (高 レ ベ

ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 )， 制 御 建 屋 ， 非 常 用 電

源 建 屋 ， 再 処 理 設 備 本 体 用  安 全 冷 却 水 系 冷

却 塔 Ａ ， Ｂ ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 主 排 気 筒  

0.039 

A1:0.027 

A2:0.012 

分 離 建 屋 【 5700】  

地 上 部 ダ ク ト ※ ２

【 710】  

前 処 理 建 屋 ， LPG ボ ン ベ ユ ニ ッ ト (前 処 理 建

屋 )， 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 （ 前 処 理 建

屋 ）， 精 製 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (精 製 建 屋 )，

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク

ト (高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 )，制 御 建 屋 ，

非 常 用 電 源 建 屋 ， 再 処 理 設 備 本 体 用  安 全 冷

却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル

発 電 機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 主 排

気 筒  

0.039 

A1:0.027 

A2:0.012 

精 製 建 屋 【 6500】  

地 上 部 ダ ク ト ※ ２

【 300】  

前 処 理 建 屋 ， 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 （ 前

処 理 建 屋 ）， 分 離 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (分 離

建 屋 )，高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ※ ５ ，地 上

部 ダ ク ト (高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 )， 制

御 建 屋 ， 非 常 用 電 源 建 屋 ， 再 処 理 設 備 本 体 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ，Ｂ ，

主 排 気 筒  

0.039 

A1:0.027 

A2:0.012 

ウ ラ ン 脱 硝 建 屋

【 1500】
制 御 建 屋

0.005 

A1:0.005 

A2: －

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ

ム 混 合 脱 硝 建 屋

【 4000】

前 処 理 建 屋 ， 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 （ 前

処 理 建 屋 ）， 分 離 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (分 離

建 屋 )，精 製 建 屋 ※ ５ ，地 上 部 ダ ク ト (精 製 建 屋 )，

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク

ト (高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 )，制 御 建 屋 ，

非 常 用 電 源 建 屋 ， 再 処 理 設 備 本 体 用  安 全 冷

却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル

発 電 機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 主 排

気 筒  

0.043 

A1:0.031 

A2:0.012 

ウ ラ ン 酸 化 物 貯 蔵 建

屋 【 2700】
（ 該 当 な し ）

0.003 

A1:0.003 

A2: －

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ

ム 混 合 酸 化 物 貯 蔵 建

屋 【 2700】

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋 ， 非 常 用

電 源 建 屋 ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ  

0.012 

A1:0.007 

A2:0.005 

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス

固 化 建 屋  

【 5100】  

地 上 部 ダ ク ト ※ ２

【 150】  

前 処 理 建 屋 ， LPG ボ ン ベ ユ ニ ッ ト (前 処 理 建

屋 )， 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 （ 前 処 理 建

屋 ）， 分 離 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (分 離 建 屋 )，

精 製 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (精 製 建 屋 )， 制 御

建 屋 ，非 常 用 電 源 建 屋 ，再 処 理 設 備 本 体 用  安

全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー

ゼ ル 発 電 機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ ，

主 排 気 筒  

0.039 

A1:0.027 

A2:0.012 

第３－５表 再処理施設の標的面積
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（つづき） 

建 物 ・ 構 築 物 ※ ４  安 全 機 能 の 維 持 に 必 要 な 建 物 ・ 構 築 物 ※ ４  

標 的 面 積 ※ １  

Ａ  

（ ｋ ｍ ２ ）  

第 １ ガ ラ ス 固 化 体 貯

蔵 建 屋  

【 5700】  

（ 該 当 な し ）  

0.006 

A1: －    

A2:0.006 

チ ャ ン ネ ル  ボ ッ ク

ス ・ バ ー ナ ブ ル  ポ イ

ズ ン 処 理 建 屋 【 3500】 

（ 該 当 な し ）  

0.004 

A1:0.004 

A2: －    

ハ ル ・ エ ン ド  ピ ー ス

貯 蔵 建 屋  

【 2200】  

（ 該 当 な し ）  

0.003 

A1:0.003 

A2: －    

制 御 建 屋 【 2900】  
非 常 用 電 源 建 屋 ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電

機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ  

0.008 

A1:0.003 

A2:0.005 

分 析 建 屋 【 4900】  （ 該 当 な し ）  

0.005 

A1:0.005 

A2: －   

非 常 用 電 源 建 屋

【 1200】  

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用  安 全 冷 却 水

系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ  

0.005 

A1: －    

A2:0.005 

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ

施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

Ａ ※ ２ 【 2200】  

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋  

0.013 

A1:0.010 

A2:0.003 

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ

施 設 及 び 貯 蔵 施 設 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

Ｂ ※ ２ 【 3500】  

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋  

0.014 

A1:0.010 

A2:0.004 

再 処 理 設 備 本 体 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

Ａ ※ ２ 【 1700】  

前 処 理 建 屋 ， 地 上 部 安 全 冷 却 水 系 配 管 等 （ 前

処 理 建 屋 ），非 常 用 電 源 建 屋 ，第 ２ 非 常 用 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ  

0.012 

A1:0.006 

A2:0.006 

再 処 理 設 備 本 体 用  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

Ｂ ※ ２ 【 1700】  

非 常 用 電 源 建 屋 ， 第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電

機 用  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ａ ， Ｂ  

0.006 

A1: －    

A2:0.006 

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機 用 安 全 冷 却

水 系 冷 却 塔 Ａ ※ ２

【 1500】  

非 常 用 電 源 建 屋  

0.003 

A1: －    

A2:0.003 

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機 用 安 全 冷 却

水 系 冷 却 塔 Ｂ ※ ２

【 1500】  

非 常 用 電 源 建 屋  

0.003 

A1: －    

A2:0.003 

主 排 気 筒 ※ ２ ,３【 2200】 

分 離 建 屋 ※ ５ ，地 上 部 ダ ク ト (分 離 建 屋 )，精 製

建 屋 ※ ５ ，地 上 部 ダ ク ト (精 製 建 屋 )，高 レ ベ ル

廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ※ ５ ， 地 上 部 ダ ク ト (高 レ

ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 ) 

0.022 

A1:0.018 

A2:0.004 

※ １  A1： 建 物 全 体 を 外 壁 及 び 屋 根 に よ り 保 護 す る 設 計 と し て い る 建 物 ・ 構 築 物 の 面 積  

   A2： 建 物 全 体 を 外 壁 及 び 屋 根 に よ り 保 護 す る 設 計 と し て い な い 建 物 ・ 構 築 物 の 面 積  

※ ２  竜 巻 防 護 対 策 設 備 を 含 む 。  

※ ３  主 排 気 筒 管 理 建 屋 及 び 地 上 部 ダ ク ト を 含 む 。  

※ ４  建 物 全 体 を 外 壁 及 び 屋 根 に よ り 保 護 す る 設 計 と し て い な い 建 物 ・ 構 築 物 を 斜 体 で 示

す 。  

※ ５  地 上 部 ダ ク ト の 支 持 構 造 物 と な る 建 物 ・ 構 築 物  

【   】 内 の 値 は そ れ ぞ れ の 建 物 ・ 構 築 物 の 面 積 （ ｍ ２ ） を 示 す 。  
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３．２．５ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置

変更に係る第９条（落雷）への適合性について

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第９条（落雷）へ

の適合性について以下に示す。

（２）規則への適合性

（２）－１ 設計方針

落雷に対する設計方針は以下の通り。

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設とする

ため，落雷に対して安全機能を損なわない設計とする。

（２）－２ 防護対象施設

落雷に対する防護対象施設は，落雷による影響と再処理施

設の特徴を踏まえ，直撃雷と間接雷に対してそれぞれ選定し

ている。

① 直撃雷に対する防護対象施設

直撃雷に対しては，建築基準法又は消防法の適用を受ける建

物，構築物及び安全上重要な施設を防護対象施設としている。 

冷却塔Ａは安全上重要な施設とするため，直撃雷に対する防

護対象施設として選定する（第３－６表参照）。 

②間接雷に対する防護対象施設

間接雷に対しては，建屋間を取り合う計測制御系統施設，電

気設備，放射線監視設備及び火災防護設備を防護対象施設とし
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ている。冷却塔Ａに係る計測制御系統施設は建屋間を取り合う

ため，間接雷に対する防護対象施設として選定する（第３－７

表参照）。

（２）－３ 想定する落雷の規模

防護対象施設のうち建屋間を取り合う安全上重要な計測

制御系統施設，電気設備及び放射線監視設備の耐雷設計にお

いては，敷地及び敷地周辺で過去に観測された最大のものを

参考とし，主排気筒への雷撃電流２７０ｋＡの落雷を想定す

ることとしている。

冷却塔Ａに係る安全上重要な計測制御系統施設等につい

ては想定雷撃電流を２７０ｋＡとし，安全機能を損なわない

設計とする。

（２）－４ 耐雷設計

①直撃雷の防止設計

直撃雷に対する防護対象施設は，「原子力発電所の耐雷指針」

（ＪＥＡＧ４６０８），建築基準法及び消防法に基づき，日本

産業規格に準拠した避雷設備を設置する設計としている。また，

安全上重要な施設を内包する建屋及び安全上重要な構築物は，

避雷設備を設ける設計としている。各々の防護対象施設に設置

する避雷設備は，構内接地系と連接することにより，接地抵抗

の低減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平坦化を図る

設計としている。 

冷却塔Ａも直撃雷に対する防護対象施設となるため，避雷設

備の設置対象とする（第３－８表参照）。

②間接雷による雷サージ抑制設計
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ａ．接地設計

各接地系の連接による構内接地系の電位分布の平坦化を

図り，接地抵抗値を３Ω以下と設計としている。

冷却塔Ａの接地設計においても接地抵抗値が３Ω以下と

なるように設計する。 

ｂ．雷サージの影響阻止設計

防護対象施設のうち安全上重要な施設とアナログ信号を

取り合う計測制御系統施設に対しては，雷撃電流２７０ｋＡ

の落雷による構内接地系の電位上昇３．０ｋＶを踏まえ，安

全機能を損なわないよう，３．０ｋＶ以上の雷インパルス絶

縁耐力を有する又は絶縁耐力５．０ｋＶ以上の保安器を設置

する設計としている。また，防護対象施設のうち安全上重要

な施設とデジタル信号を取り合う計測制御系統施設につい

ては，雷撃電流２７０ｋＡの落雷による構内接地系の電位上

昇３．０ｋＶを踏まえ，安全機能を損なわないよう，シール

ド ケーブルを使用した上で両端接地とするか又は光伝送

ケーブルを用いる設計としている。

防護対象施設の電気設備のうち安全上重要な施設につい

ては，雷撃電流２７０ｋＡの落雷によって生じる構内接地系

の電位上昇に対して安全機能を損なわないよう，３．０ｋＶ

以上の雷インパルス絶縁耐力を有する設計としている。

冷却塔Ａに接続する電気設備（給電系統）は，安全上重要

な施設になるため，３．０ｋＶ以上の雷インパルス絶縁耐力

を有する設計とする。 
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（３）まとめ 

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，落雷に

対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔Ａの設計において

も，これまでに確認してきた適合の基本方針にしたがい，落雷

に対して安全機能を損なわない設計とする。 
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第３－６表 直撃雷に対する防護対象施設一覧

建物及び構築物
対象

安 建 消
使用済燃料輸送容器管理建屋 － ○ － 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ ○ － 
使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 － － － 
前処理建屋 ○ ○ － 
分離建屋 ○ ○ ○ 
精製建屋 ○ ○ ○ 
ウラン脱硝建屋 ○ ○ － 
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ － － 
ウラン酸化物貯蔵建屋 ○ － － 
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ － － 
高レベル廃液ガラス固化建屋 ○ ○ － 
第１ガラス固化体貯蔵建屋 ○ ○ － 
低レベル廃液処理建屋 － ○ － 
低レベル廃棄物処理建屋 － ○ ○ 
チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建
屋

○ ○ － 

ハル・エンド ピース貯蔵建屋 ○ ○ － 
第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 － － － 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 － － － 
第４低レベル廃棄物貯蔵建屋 － － － 
分析建屋 ○ ○ － 
制御建屋 ○ － － 
非常用電源建屋 ○ － ○ 
主排気筒管理建屋 ○ － － 
北換気筒管理建屋 － － － 
緊急時対策所 － － － 
第１保管庫・貯水所 － － － 
第２保管庫・貯水所 － － － 
出入管理建屋 － ○ － 
主排気筒 ○ ○ － 
北換気筒 － ○ － 
低レベル廃棄物処理建屋換気筒 － ○ － 
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却
水系冷却塔 

○ － － 

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 ○ － － 
第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却
塔 

○ － － 

＜凡例＞
安：安全上重要な施設を内包するため対象となるもの
建：建築基準法の適用を受けるため対象となるもの
消：消防法の適用を受けるため対象となるもの
○：防護対象施設に該当するもの
－：防護対象施設に該当しないもの
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第３－７表 間接雷に対する防護対象施設一覧

建物及び構築物
対象

建屋間
取合い

安重の有
無

使用済燃料輸送容器管理建屋 ○ － 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ ○ 
使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 ○ － 
前処理建屋 ○ ○ 
分離建屋 ○ ○ 
精製建屋 ○ ○ 
ウラン脱硝建屋 ○ ○ 
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ ○ 
ウラン酸化物貯蔵建屋 ○ － 
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ ○ 
高レベル廃液ガラス固化建屋 ○ ○ 
第１ガラス固化体貯蔵建屋 ○ － 
低レベル廃液処理建屋 ○ － 
低レベル廃棄物処理建屋 ○ － 
チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理
建屋

○ － 

ハル・エンド ピース貯蔵建屋 ○ － 
第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 × － 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 ○ － 
第４低レベル廃棄物貯蔵建屋 × － 
分析建屋 × － 
制御建屋 ○ ○ 
非常用電源建屋 ○ ○ 
主排気筒管理建屋 ○ ○ 
北換気筒管理建屋 ○ － 
緊急時対策所 × － 
第１保管庫・貯水所 × － 
第２保管庫・貯水所 × － 
出入管理建屋 × － 
主排気筒 ○ － 
北換気筒 ○ － 
低レベル廃棄物処理建屋換気筒 ○ － 
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷
却水系冷却塔 

○ ○ 

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 ○ ○ 
第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷
却塔 

○ ○ 

＜凡例＞
建屋間取合い
○：建屋間を取り合う計測制御系統施設，電気設備，

放射線監視設備又は火災防護設備があるもの
×：建屋間を取り合う計測制御系統施設，電気設備，

放射線監視設備又は火災防護設備がないもの
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安重の有無
○：防護対象に安全上重要な計測制御系統施設，電気設

備又は放射線監視設備があるもの
－：防護対象に安全上重要な計測制御系統施設，電気設

備又は放射線監視設備がないもの

第３－８表 避雷設備の設置対象一覧

建物及び構築物
避雷設

備
接地網

使用済燃料輸送容器管理建屋 ○ ○
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 ○ ○
使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 × ○ 
前処理建屋 △ ○ 
分離建屋 △ ○ 
精製建屋 ○ ○
ウラン脱硝建屋 ○ ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ○ ○
ウラン酸化物貯蔵建屋 ○ ○
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ○ ○
高レベル廃液ガラス固化建屋 △ ○
第１ガラス固化体貯蔵建屋 ○ ○
低レベル廃液処理建屋 ○ ○
低レベル廃棄物処理建屋 ○ ○
チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建
屋

○ ○

ハル・エンド ピース貯蔵建屋 ○ ○
第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 × ○
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 × ○
第４低レベル廃棄物貯蔵建屋 × ○
分析建屋 ○ ○
制御建屋 ○ ○
非常用電源建屋 ○ ○ 
主排気筒管理建屋 △ ○ 
北換気筒管理建屋 × ○ 
緊急時対策所 × ○ 
第１保管庫・貯水所 × ○ 
第２保管庫・貯水所 × ○ 
出入管理建屋 ○ ○ 
主排気筒 ○ ○
北換気筒 ○ ○
低レベル廃棄物処理建屋換気筒 ○ ○
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却
水系冷却塔Ａ 

○※ ○

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却
水系冷却塔Ｂ 

△ ○

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ａ ○※ ○
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再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ｂ △※ ○
第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却
塔Ａ 

○※ ○

第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却
塔Ｂ 

○※ ○

＜凡例＞
○：避雷設備（突針，棟上導体）又は接地網を設置
△：周辺の避雷設備の保護範囲に入るため，一部又は全部が設

置対象外
×：避雷設備（突針，棟上導体）又は接地網の設置対象外
※ 安全冷却水系冷却塔を覆う竜巻防護対策設備（飛来物防護ネ

ット）に避雷設備を設置する。
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３．２．６ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位

置変更に係る第９条（竜巻）への適合性について

（１）はじめに

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔

Ａ」という。）の設置位置を変更することに係る第９条（竜巻）

への適合性について以下に示す。

（２）規則への適合性

（２）－１ 設計方針

竜巻に対する設計方針は以下の通り。

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設とする

ため，竜巻に対して安全機能を損なわない設計とする。

（２）－２ 設計対象施設

安全機能を有する施設のうち，安全上重要な施設を竜巻防

護施設とし，竜巻による風圧力，気圧差及び飛来物に対する

設計対象施設として選定する。冷却塔Ａ及び冷却塔Ａに接続

する屋外設備は安全上重要な施設とするため，これらを屋外

の竜巻防護施設として設計対象施設に選定する。 

屋外の竜巻防護施設を以下に示す。 

（ ａ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用  安全冷却水

系冷却塔

（ ｂ ） 再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔

（ ｃ ） 冷却塔Ａに接続する屋外設備

（ ｄ ） 第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔
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（ ｅ ） 主排気筒

（ ｆ ） ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設

備 

（ ｇ ） 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備

（ ｈ ） 前処理建屋換気設備 

（ ｉ ） 分離建屋換気設備 

（ ｊ ） 精製建屋換気設備 

（ ｋ ） ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備

（ ｌ ） 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備

なお， （ ｅ ） ～ （ ｋ ） を合わせて「主排気筒に接続する屋外配

管及び屋外ダクト」という。 

（２）－３ 設計竜巻及び設計荷重（竜巻）について

日本で過去に発生した竜巻による最大風速ＶＢ １ ＝９２ｍ／

ｓ及び竜巻検討地域を対象に算定した竜巻最大風速のハザー

ド曲線による最大風速ＶＢ ２ ＝４９ｍ／ｓより，再処理施設に

おける基準竜巻の最大風速ＶＢは９２ｍ／ｓとする。再処理施

設の竜巻に対する設計に当たっては，蓄積されている知見の少

なさといった不確定要素を考慮し，設計及び運用に安全余裕を

持たせるために，設計竜巻の最大風速を１００ｍ／ｓとする。 

設計対象施設の設計に用いる設計竜巻荷重は，竜巻ガイドを

参考に風圧力による荷重（ＷＷ），気圧差による荷重（ＷＰ）

及び設計飛来物による荷重（ＷＭ）を組み合わせた複合荷重 

とし，これに設計対象施設に常時作用する荷重，運転時荷重及

び竜巻以外の自然現象による荷重を組み合わせて設計荷重（竜
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巻）とする。

冷却塔Ａ及び冷却塔Ａに接続する屋外設備は，設計荷重（竜

巻）を作用させ，許容限界に対して安全余裕を有することを確

認する。 

（２）－４ 竜巻防護設計（屋外の竜巻防護施設）

屋外の竜巻防護施設は，設計荷重（竜巻）による影響を受

ける場合には，竜巻防護対策を実施することにより安全機能

を損なわない設計とする。

竜巻防護施設及び防護対策等を第３－９表に示す。

① 再処理施設本体用安全冷却水系冷却塔

再処理設備本体用 安全冷却水系は，独立した２系列の冷却

塔，冷却水循環ポンプ及び配管系により構成する。

再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔は，風圧力による荷

重及び冷却塔の自重に対して構造健全性を維持し，安全機能を

損なわない設計とする。

その上で，２系列の冷却塔に対して，飛来物防護ネット及

び飛来物防護板を設置し，飛来物の衝突による損傷を防止す

ることによって，安全機能を損なわない設計とする。

 冷却塔Ａにおいても，風圧力による荷重及び冷却塔の自重

に対して構造健全性を維持し，安全機能を損なわない設計と

するとともに，飛来物防護ネット及び飛来物防護板を設置し，

飛来物の衝突による損傷を防止することによって，安全機能

を損なわない設計とする。

② 冷却塔Ａに接続する屋外設備

冷却塔Ａに接続する屋外設備は，設計荷重（竜巻）に対して
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構造健全性を維持し，安全機能を損なわない設計とする。また，

冷却塔Ａに接続する屋外設備は，飛来物の衝突による貫通を防

止することができるように，それ自体が十分な厚さを有する配

管又は鋼板で構成し，安全機能を損なわない設計とすること，

又は設計飛来物の衝突により損傷するおそれがある箇所につ

いては，飛来物防護板を設置することによって安全機能を損な

わない設計とする。 

（２）－５ 竜巻防護対策設備 

竜巻防護対策設備は，竜巻が襲来した場合において竜巻防

護施設を設計飛来物の衝突から防護するためのものであり，

飛来物防護板及び飛来物防護ネットで構成する。 

冷却塔Ａ及び冷却塔Ａに接続する屋外設備についても，設

計飛来物の衝突から防護するため，必要な箇所に竜巻防護対

策設備を設置する。 

竜巻防護対策設備の仕様を第３－１０表に，配置図を第６

図に示す。

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，竜巻に

対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔Ａの設計において

も，これまでに確認してきた適合の基本方針にしたがい，竜巻

に対して安全機能を損なわない設計とする。 
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第３－９表 竜巻防護施設及び防護対策等

竜巻防護施設

竜巻の

最大

風速条

件

想定す

る

設計飛

来物

飛来物

対策
防護対策

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設用 安全冷却水系冷却塔

１００

ｍ／ｓ

鋼製材

鋼製パ

イプ

固 縛 又
は 車 両
の 退 避
等 の 飛
来物発
生防止

飛来物防護ネット及び飛来物防護

板

再処理設備本体用 安全冷却水系

冷却塔

飛来物防護ネット及び飛来物防護

板

冷却塔Ａに接続する屋外設備

設計飛来物に対して貫通しない十

分な厚さを有する設計

損傷するおそれがある箇所への飛

来物防護板設置

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 用

安全冷却水系冷却塔

飛来物防護ネット及び飛来物防護

板

主排気筒
設計飛来物に対して貫通しない十

分な厚さを有する設計

主排気筒の排気筒モニタ

排気筒モニタ並びに主排気筒管理

建屋外壁及び屋根への飛来物防護

板設置

非常用所内電源系統

第２非常用ディーゼル発電機

非常用電源建屋外壁への飛来物防

護板設置

前処理建屋の安全蒸気系
室の外壁，屋根及び開口部への飛来

物防護板設置
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前処理建屋の非常用所内電源系統

及び計測制御系統施設  
精製建屋の非常用所内電源系統及

び計測制御系統施設  
高レベル廃液ガラス固化建屋の非

常用所内電源系統，計測制御系統施

設及び安全冷却水系  
非常用電源建屋の非常用所内電源

系統  
制御建屋中央制御室換気設備  

室の開口部への飛来物防護板設置  

第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走

行クレーンの遮蔽容器  

室の外壁への飛来物防護板設置（第

１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行

クレーンの遮蔽容器が設置される

室のみ）  
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第３－９表 竜巻防護施設及び防護対策等（つづき）

竜巻防護施設

竜巻の

最大

風速条

件

想定す

る

設計飛

来物

飛来物対

策
防護対策

せん断処理・溶解廃ガス処理設備

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

塔槽類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽

類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処

理設備

前処理建屋換気設備の排気系

分離建屋換気設備の排気系

精製建屋換気設備の排気系

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

換気設備の排気系

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋換気設備の貯蔵室からの排

気系

高レベル廃液ガラス固化建屋換気

設備の排気系

１００

ｍ／ｓ

鋼製材

鋼製パ

イプ

固 縛 又 は
車 両 の 退
避 等 の 飛
来 物 発 生
防止

気圧差荷重に対して健全性を維

持できる十分な強度を有する設

計

主排気筒に接続する屋外ダクト

への飛来物防護板設置
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ガラス固化体貯蔵設備の収納管  
制御建屋中央制御室換気設備  
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第３－１０表 竜巻防護対策設備の仕様

（１）飛来物防護板 

ａ．前処理建屋の安全蒸気系設置室の飛来物防護板 

種  類 防護板

基  数 １式 

材 料 鋼材又は鉄筋コンクリート＊

ｂ．前処理建屋の非常用所内電源系統及び計測制御系統施設設置

室の飛来物防護板

種  類 防護板

基  数 ３式 

材 料 鋼材又は鉄筋コンクリート＊

ｃ．精製建屋の非常用所内電源系統及び計測制御系統施設設置室

の飛来物防護板

種  類 防護板

基  数 ２式 

材 料 鋼材又は鉄筋コンクリート＊

ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用所内電源系統，計測制

御系統施設及び安全冷却水系設置室の飛来物防護板

種  類 防護板

基  数 ３式 

材 料 鋼材又は鉄筋コンクリート＊

ｅ．非常用電源建屋の第２非常用ディーゼル発電機及び非常用所

内電源系統設置室の飛来物防護板

種  類 防護板

基  数 ４式
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材  料     鋼材又は鉄筋コンクリート＊  

ｆ．第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーンの遮蔽容器設置

室の飛来物防護板

種  類 防護板

基  数 １式 

材 料 鋼材又は鉄筋コンクリート＊

ｇ．主排気筒に接続する屋外配管及び屋外ダクトの飛来物防護板

（主排気筒周り）

種  類 防護板

基  数 １式

材  料 鋼材

ｈ．主排気筒に接続する屋外配管及び屋外ダクトの飛来物防護板

（分離建屋屋外）

種  類 防護板

基  数 １式

材  料 鋼材

ｉ．主排気筒に接続する屋外配管及び屋外ダクトの飛来物防護板

（精製建屋屋外）

種  類 防護板

基  数 １式

材  料 鋼材

ｊ．主排気筒に接続する屋外配管及び屋外ダクトの飛来物防護板

（高レベル廃液ガラス固化建屋屋外）

種  類 防護板

基  数 １式
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材  料     鋼材 

ｋ．制御建屋中央制御室換気設備設置室の飛来物防護板

種  類 防護板

基  数 １式 

材 料 鋼材又は鉄筋コンクリート＊

ｌ．冷却塔Ａに接続する屋外設備の飛来物防護板

種  類     防護板

基  数 １式

材  料 鋼材

注）＊印の材料は，開口部周辺の設計条件を考慮して適切なもの

を選定する。

（２） 飛来物防護ネット

ａ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却

塔の飛来物防護ネット＊（一部，飛来物防護板）

種 類 防護ネット 

基  数 ２式 

主要材料 鋼線（ネット）

鋼材（支持架構）

種  類 防護板 

基  数 ２式 

材  料 鋼材 
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ｂ．再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔の飛来物防護ネット

（一部，飛来物防護板） 

種  類     防護ネット 

基  数     ２式 

主要材料    鋼線（ネット） 

        鋼材（支持架構） 

種  類     防護板 

基  数     ２式 

材  料     鋼材 

ｃ．第２非常用ディーゼル発電機用 安全冷却水系冷却塔の飛来

物防護ネット（一部，飛来物防護板） 

種  類     防護ネット 

基  数     ２式 

主要材料    鋼線（ネット） 

        鋼材（支持架構） 

種  類     防護板 

基  数     ２式 

材  料     鋼材 

注）＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備であ

る。
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第６図 竜巻防護対策設備配置図
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３．２．７ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置

変更に係る第９条（その他外部衝撃）への適合性につ

いて  

 

（１）はじめに  

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第９条（その他外

部衝撃）への適合性について以下に示す。  

 

（２）規則への適合性  

（２）－１ 設計方針  

その他外部衝撃に対する設計方針は以下の通り。  

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設とする

ため，その他外部衝撃に対して安全機能を損なわない設計と

する。  

 

（２）－２ 防護対象施設  

その他外部衝撃に対する防護対象施設（以下「外部事象防

護対象施設」という。）は，安全評価上その機能を期待する

構築物，系統及び機器を漏れなく抽出する観点から，安全機

能を有する施設のうち安全上重要な施設としている。 

冷却塔Ａは安全上重要な施設とするため，外部事象防護施

設として選定する。 
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（２）－３ 再処理施設の設計において考慮する自然現象

再処理施設において設計上の考慮を必要とする事象は，風

（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災及び塩害といった自然現象とし，

敷地及び周辺地域の過去の記録並びに現地調査を参考にし

て，予想される最も過酷と考えられる条件を適切に考慮する

ことにより，安全機能を損なわない設計としている。

冷却塔Ａについても，これらの自然現象に対して安全機能

を損なわない設計とする。

（２）－４ 自然現象に対する安全設計

（ア） 風（台風）

敷地付近で観測された日最大瞬間風速は，八戸特別地域気

象観測所での観測記録（ 1951年～ 2018年３月）で 41.7 ｍ／

ｓ（ 2017年９月 18日）である。外部事象防護対象施設等の設

計に当たっては，この観測値を基準とし，建築基準法に基づ

き算出する風荷重に対して安全機能を損なわない設計とす

る。建築基準法に基づき算出する風荷重は，設計竜巻の最大

風速（ 100 ｍ／ｓ）による風荷重を大きく下回るため，風（台

風）に対する安全設計は竜巻に対する防護設計に包含される。 

冷却塔Ａも外部事象防護対象施設とするため，建築基準法

に基づき算出する風荷重に対して安全機能を損なわない設

計とする。
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（イ） 凍  結  

敷地付近で観測された日最低気温は，むつ特別地域気象観

測所での観測記録（ 1935年～ 2018年３月）によれば－ 22.4 ℃

（ 1984年２月 18日），八戸特別地域気象観測所での観測記録

（ 1937年～ 2018年３月）によれば－ 15.7 ℃（ 1953年１月３

日）である。  

外部事象防護対象施設の設計に当たっては，敷地及び敷地

周辺の観測値を適切に考慮するため，観測所気象年報からの

六ヶ所地域気象観測所の観測値を参考にし，保温等の凍結防

止対策を行うことにより，設計外気温－ 15.7 ℃に対して安

全機能を損なわない設計とする。  

冷却塔Ａも外部事象防護対象施設とするため，設計外気温  

－ 15.7 ℃に対して安全機能を損なわない設計とする。  

 

（ウ） 高  温  

敷地付近で観測された日最高気温は，むつ特別地域気象観

測所での観測記録（ 1935年～ 2018年３月）によれば 34.7  ℃

（ 2012年７月 31日），八戸特別地域気象観測所での観測 記

録（ 1937年～ 2018年３月）によれば 37.0 ℃（ 1978年８月３

日）である。設計上考慮する外気温度については，これらの

観測値並びに敷地及び敷地周辺の観測値を適切に考慮し，外

部事象防護対象施設の設計においては，むつ特別地域気象観

測所の夏季（６月～９月）の外気温度の観測データから算出

する超過確率１％に相当する 29 ℃を設計外気温とし，崩壊

熱除去等の安全機能を損なわない設計とする。  
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冷却塔Ａも外部事象防護対象施設とするため， 29 ℃を設

計外気温とし，崩壊熱除去の安全機能を損なわない設計とす

る。

（エ） 降  水

敷地付近で観測された日最大降水量は，八戸特別地域気象

観測所での観測記録（ 1937年～ 2018年３月）で 160.0ｍｍ（ 1

982年５月 21日），むつ特別地域気象観測所での観測記録（ 1

937年～ 2018年３月）で 162.5ｍｍ（ 2016年８月 17日）であ

る。また，敷地付近で観測された日最大１時間降水量は，八

戸特別地域気象観測所での観測記録（ 1937年～ 2018年３月）

で 67.0 ｍｍ（ 1969年８月５日），むつ特別地域気象観測所で

の観測記録（ 1937年～ 2018年３月）で 51.5 ｍｍ（ 1973年９

月 24日）である。  

外部事象防護対象施設の設計に当たっては，八戸特別地域

気象観測所で観測された日最大１時間降水量 67.0  ｍｍを想

定して，敷地内の排水設計を行うとともに，「溢水による損

傷の防止に関する設計」と同様に，建屋貫通部の止水処理に

より，雨水が当該建屋に浸入することを防止することで，安

全機能を有する施設の安全機能を損なわない設計とする。

冷却塔Ａも外部事象防護対象施設とするため，前述のとお

りの敷地内の排水設計を行うことで，安全機能を損なわない

設計とする。
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（オ） 積  雪

建築基準法施行令第 86条に基づく六ヶ所村の垂直積雪量

は 150 ｃｍとなっているが，敷地付近で観測された最深積雪

は，むつ特別地域気象観測所での観測記録（ 1935年～ 2018

年３月）によれば 170 ｃｍ（ 1977年２月 15日）であり，六

ヶ所村統計書における記録（ 1975年～ 2002年）による最深

積雪量は 190 ｃｍ（ 1977年２月）である。したがって，積雪

荷重に対しては，六ヶ所村統計書における最深積雪深である

 190 ｃｍを考慮し，安全機能を損なわない設計とする。ま

た，換気設備の給気系においては防雪フードを設置し，降雪

時に雪を取り込み難い設計とするとともに，給気を加熱する

ことにより，雪の取り込みによる給気系の閉塞を防止し，安

全機能を損なわない設計とする。

冷却塔Ａも外部事象防護対象施設とするため，190 ｃｍの

積雪を考慮し，安全機能を損なわない設計とする。

（カ） 生物学的事象

生物学的事象として考慮する対象生物は，敷地周辺の生物

の生息状況の調査に基づいて鳥類，昆虫類，小動物，魚類，

底生生物及び藻類を生物学的事象にて考慮する対象生物に

選定し，これらの生物が再処理施設へ侵入することを防止又

は抑制することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

換気設備の外気取入口，ガラス固化体貯蔵設備の冷却空気

入口シャフト及び冷却空気出口シャフト，屋外に設置する電

気設備並びに給水処理設備に受け入れる水の取水口には，対
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象生物の侵入を防止又は抑制するための措置を施し，安全機

能を損なわない設計とする。

屋外に設置する電気設備は，密封構造，メッシュ構造，シ

ール処理を施す構造又はこれらを組み合わせることにより，

鳥類，昆虫類及び小動物の侵入を防止又は抑制する設計とす

る。

冷却塔Ａは屋外に設置されているが，系統内への生物の取

り込みが問題になることはないため，これらの生物により安

全機能を損なうことはない。

（キ） 塩  害

一般に大気中の塩分量は，平野部で海岸から 200ｍ付近ま

では多く，数百ｍの付近で激減する傾向がある。再処理施設

は海岸から約５ｋｍ離れており，塩害の影響は小さいと考え

られるが，安全機能を有する施設を設置する建屋の換気設備

の給気系には粒子フィルタ等を設置し，屋内の施設への塩害

の影響を防止する設計とする。また，直接外気を取り込むガ

ラス固化体貯蔵設備の収納管及び通風管には防食処理（アル

ミニウム溶射）を施す設計とする。屋外の施設にあっては，

塗装すること及び腐食し難い金属を用いることにより腐食

を防止するとともに，受電開閉設備については碍子部分の絶

縁を保つために洗浄が行える設計とする。以上のことから，

塩害により安全機能を損なわない設計とする。

冷却塔Ａは屋外の施設であるため，塗装すること及び腐食

し難い金属を用いることにより腐食を防止し，安全機能を損
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なわない設計とする。

（２）－５ 異種の自然現象の重畳及び自然現象と設計基準事

故の組合せ

抽出した安全機能を有する施設の安全機能に影響を及ぼ

し得る自然現象（11事象）に地震を加えた計12事象について，

組合せを網羅的に検討する。この組合せが再処理施設に与え

る影響について，①重畳が考えられない組合せ，②いずれの

事象も発生頻度が低く重畳を考慮する必要のない組合せ，③

いずれかの事象に代表される組合せ，④再処理施設に及ぼす

影響が異なる組合せ，⑤それぞれの荷重が相殺する組合せ及

び⑥一方の事象の条件として考慮されている組合せを除外

し，いずれにも該当しないものを再処理施設の設計において

想定する組合せとする。その結果，設計上考慮すべき自然現

象の組合せとして，積雪と風（台風）,積雪と竜巻，積雪と

火山の影響（降灰），積雪と地震，風（台風）と火山の影響

（降灰）及び風（台風）と地震の組合せが抽出され，それら

の組合せに対して安全機能を有する施設の安全機能が損な

われない設計とする。

また，外部事象防護対象施設に作用させる荷重には，設計

基準事故時に生ずる応力の組み合わせを適切に考慮する。設

計基準事故は，設備や系統における内部事象を起因とするも

のであり，かつ外部からの衝撃である自然現象又は自然現象

の組合せにより外部事象防護対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とするため，自然現象と設計基準事故の因果関係は
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認められず，自然現象又は自然現象の組み合わせによる影響

及び時間的変化による設計基準事故への進展も考えられな

い。したがって，自然現象と設計基準事故の組合せは考慮し

ない。

冷却塔Ａも外部事象防護対象施設となるため，上記６通り

の自然現象の組み合わせに対して安全機能を損なわない設

計とする。 

（２）－６ 再処理施設の設計において考慮する人為事象

再処理施設において設計上の考慮を必要とする人為事象

は，航空機落下，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス及び電

磁的障害といった事象とし，敷地及び周辺地域の過去の記録

並びに現地調査を参考にして，予想される最も過酷と考えら

れる条件を適切に考慮する。

冷却塔Ａについても，これらの人為事象に対して安全機能

を損なわない設計とする。

（２）－７ 人為事象に対する安全設計

（ア） 有毒ガス

有毒ガスについては，再処理施設周辺の可動施設から発生

する有毒ガスを想定し，制御建屋 中央制御室換気設備の外

気との連絡口を遮断することにより，中央制御室の居住性を

損なわない設計とする。

冷却塔Ａは，安全機能維持の観点から運転員の居住性を考

慮する必要はない。
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（イ） 電磁的障害

計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持

するために必要な計測制御設備及び安全保護回路は，日本

産業規格に基づいたノイズ対策を行うとともに，電気的及

び物理的な独立性を持たせることにより，安全機能を損な

わない設計とする。

冷却塔Ａには，安全上重要な施設の安全機能を維持する

ために必要な計測制御設備及び安全保護回路はない。

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，その他

外部衝撃に対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔Ａの設

計においても，これまでに確認してきた適合の基本方針にした

がい，その他外部衝撃に対して安全機能を損なわない設計とす

る。 
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３．２．８ 再処理設備本体用安全冷却水Ａ冷却塔の設置位置変

更に係る第 11 条（溢水による損傷の防止）への適合

性について 

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水Ａ冷却塔（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第 11 条（溢水によ

る損傷の防止）への適合性について以下に示す。

（２）規則への適合性

（２）－１ 設計方針

溢水に対する設計方針は以下の通り。

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設とするた

め，溢水に対して安全機能を損なわない設計とする。

（２）－２ 溢水防護対象設備

溢水に対する防護対象施設は，溢水による影響と再処理施設

の特徴を踏まえ選定している。

冷却塔Ａに関係する安全上重要な施設は，屋外と屋内に設置

する以下のものである。

これらを溢水防護対象設備とする。

・屋外に設置する安全上重要な施設

（冷却塔Ａ）

・屋内に設置する安全上重要な施設

（ポンプ，メタクラ，非常用コントロールセンタ，

非常用パワーセンタ）
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①  屋外に設置する溢水防護対象設備に対する防護設計 

屋外に設置する溢水防護対象設備を第３－９表に，配置図を

第７図に示す。 

 

第３－９表 屋外の溢水防護対象設備 

 

 

 

 

第７図 冷却塔Ａの配置図 

 

 

 

 

系統名 溢水防護対象設備 
建屋

名 

安全冷却水系 冷却塔Ａ 屋外 
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屋外に設置する溢水防護対象設備に関して溢水の影響の

評価を以下に示す。 

冷却塔Ａは屋外に設置されている設備であり，降水等の

溢水を考慮した設計がなされており，安全機能を損なうお

それはないことから，影響評価対象とする溢水防護対象設

備の対象外としている。 

第８図に冷却塔Ａの主要な駆動部の防滴構造の概要図を示

す。 

第８図 冷却塔Ａの主要な駆動部の防滴構造の概要図

※：電動機の駆動部については, 旧 JIS 規格の「JIS C

4004 回転電気機械通則」で定められた保護等級（JPW44）

第 ６ 回 設 工 認 申 請 資 料 よ り 引 用
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を有しており, いかなる方向からの水滴によっても有害な

影響を受けない構造となっている。なお, JPW44 は ,JIS 規

格 の 「 JIS C 0920 電 気 機 械 器 具 の 外 郭 に よ る 保 護 等 級

（IPx4）」相当の防滴性能を有している。 

 

②  屋内に設置する溢水防護対象設備に対する防護設計 

冷却塔Ａに関係する溢水防護建屋内にある溢水防護対象設

備を第３－１０表に，配置図を第９図に示す。 

 

第３－１０表 屋内に設置する溢水防護対象設備 

系 統 名  溢 水 防 護 対 象 設 備  建 屋 名  
機 能 喪 失

高 さ (m) 

設 置  

区 画  

安 全 冷 却

水 系  

安 全 冷 却 水 Ａ 循 環 ポ ン プ Ａ  

前 処 理 建 屋  

0.76 

①  

安 全 冷 却 水 Ａ 循 環 ポ ン プ Ｂ  0.76 

前 処 理 建

屋 の 電 気

設 備  

6.9kV 非 常 用 メ タ ク ラ Ａ  

前 処 理 建 屋  

0.02 

②  

460V 非 常 用 コ ン ト ロ ー ル セ

ン タ Ａ ２  
0.09 

460V 非 常 用 コ ン ト ロ ー ル セ

ン タ Ａ ３  
0.09 

460V 非 常 用 パ ワ ー セ ン タ Ａ  0.09 
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第９図 屋内の溢水防護対象設備の配置図 (１ /２) 

第９図 屋内の溢水防護対象設備の配置図 (２ /２) 

①

②
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第３－１０表に示す溢水防護対象設備について，溢水の

影響を評価する。 

 

想定破損による溢水の影響評価方針としては，あらゆる箇所

での溢水の発生を想定した上で，想定破損の溢水による溢水防

護対象設備への溢水の影響の確認及び機能喪失の判定を実施

する。多重性又は多様性を有する溢水防護対象設備の安全機能

が同時に損なわれるおそれがある場合は，溢水経路に対する拡

大防止対策，溢水防護対象設備に対する損傷防止対策又は溢水

源に対する発生防止・影響緩和対策を組合せることで安全機能

を損なわない設計とする。 

地震による溢水の影響評価，消火水の放水による溢水の影響

評価に関しても同様に行い，多重性又は多様性を有する溢水防

護対象設備の安全機能が同時に損なわれるおそれがある場合

は，溢水経路に対する拡大防止対策，溢水防護対象設備に対す

る損傷防止対策又は溢水源に対する発生防止・影響緩和対策を

組合せることで安全機能を損なわない設計とする。 

なお，１１条の補足説明資料で，分離建屋を代表とした没水，

被水及び蒸気影響評価の例を示しているが，冷却塔Ａに関係す

る前処理建屋内の溢水防護対象設備はポンプ，メタクラ及び非

常用コントロールセンタについても，分離建屋の溢水防護対象

設備と同様の影響評価が可能で，安全機能を損なうおそれのあ

る場合の防護対策の選定が可能と考える。 
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（３）まとめ

２項に示すとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，溢

水に対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔Ａの設計にお

いても，これまでに確認してきた適合の基本方針にしたがい，

溢水に対して安全機能を損なわない設計とする。 
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３．２．９ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置  

     変更に係る第 12 条（化学薬品の漏えいによる損傷の

防止）への適合性について 

 

（１）はじめに  

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第 12 条（化学薬品

の漏えいによる損傷の防止）への適合性について以下に示す。 

 

（２）規則への適合性  

（２）－１ 設計方針  

化学薬品の漏えいに対する設計方針は以下の通り。  

設置位置を変更する冷却塔Ａは安全上重要な施設とするため，

化学薬品の漏えいに対して安全機能を損なわない設計とする。  

（２）－２ 化学薬品防護対象設備  

化学薬品の漏えいに対する防護対象施設は，化学薬品の漏え

いによる影響と再処理施設の特徴を踏まえ選定している。  

今回の冷却塔Ａの設置位置の変更に関係する安全上重要な施

設は，屋外と屋内に設置する以下のものである。  

これらを化学薬品防護対象設備とする。  

・屋外に設置する安全上重要な施設  

（冷却塔Ａ，配管）  

・屋内に設置する安全上重要な施設  

 （ポンプ，メタクラ，非常用コントロールセンタ，  

非常用パワーセンタ）  
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① 屋外に設置する化学薬品防護対象設備に対する防護設計

屋外に設置する化学薬品防護対象設備を第３－１１表に，配

置図を第９図に示す。

第３－１１表 屋外に設置する化学薬品防護対象設備

第９図 冷却塔Ａの配置図

系統名
化学薬品 

防護対象設備
建屋名 構成部材

安 全 冷 却 水

系 

冷却塔Ａ
屋外

炭素鋼（フレーム）  

ＦＲＰ（ブレード）  

鉄筋コンクリート基礎

配管 炭素鋼
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屋外に設置する化学薬品防護対象設備に関して化学薬品の漏

えいの影響を評価するにあたり，再処理事業所内にある屋外タ

ンク等を網羅的に抽出したが，検討対象となる化学薬品を保有

するタンクは無く，屋外においては化学薬品の漏えいは発生し

ないことを確認した。このため，屋外に設置する化学薬品防護

対象設備は化学薬品の漏えいによる影響を受けることはない。 

②  屋内に設置する化学薬品防護対象設備に対する防護設計  

冷却塔Ａに関係する化学薬品防護建屋内にある化学薬品防

護対象設備を第３－１２表に，配置図を第１０図に示す。 

 

第３－１２表 屋内に設置する化学薬品防護対象設備 

系 統 名  
化 学 薬 品  

防 護 対 象 設 備  
建 屋 名  構 成 部 材  

設 置  

区 画  

区 画 内 の

化 学 薬 品  

安 全 冷

却 水 系  

安 全 冷 却 水 Ａ 循 環 ポ

ン プ Ａ  前 処 理  

建 屋  

炭 素 鋼  

電 子 部 品  

プ ラ ス チ ッ ク * 

①   な し  
安 全 冷 却 水 Ａ 循 環 ポ

ン プ Ｂ  

前 処 理

建 屋 の

電 気 設

備  

6.9kV 非 常 用 メ タ ク

ラ Ａ  

前 処 理  

建 屋  

炭 素 鋼  

電 子 部 品  

プ ラ ス チ ッ ク * 

②  な し  

460V 非 常 用 コ ン ト ロ

ー ル セ ン タ Ａ ２  炭 素 鋼  

電 子 部 品  

プ ラ ス チ ッ ク * 460V 非 常 用 コ ン ト ロ

ー ル セ ン タ Ａ ３  

460V 非 常 用 パ ワ ー セ

ン タ Ａ  

炭 素 鋼  

電 子 部 品  

プ ラ ス チ ッ ク * 

*プラスチック：設備に付属するケーブル 
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第１０図 屋内の化学薬品防護対象設備の配置図 (１/２) 

第１０図 屋内の化学薬品防護対象設備の配置図 (２/２) 

②

①
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第３－１２表に示す化学薬品防護対象設備について，化学薬

品の漏えいの影響を評価する。 

想定破損による評価方針としては，あらゆる箇所での化学薬

品の漏えいの発生を想定した上で，想定破損の化学薬品の漏え

いによる化学薬品防護対象設備への化学薬品の漏えいの影響

の確認及び機能喪失の判定を実施する。多重性又は多様性を有

する化学薬品防護対象設備の安全機能が同時に損 なわれるお

それがある場合は，化学薬品の漏えい経路に対する拡大防止対

策，化学薬品防護対象設備に対する損傷防止対策又は化学薬品

の漏えい源に対する発生防止・影響緩和対策を組合せることで

安全機能を損なわない設計とする。 

地震による化学薬品の漏えいの評価に関しては，化学薬品の

漏えいにおいては漏えい後に発生する影響を少なくする観点

から，化学薬品防護建屋内における地震による化学薬品の漏え

いに関しては，化学薬品の漏えい源の除外により化学薬品の漏

えいの影響が発生しない設計とする。 

 

（３）まとめ 

２項に示すとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，化

学薬品の漏えいに対する適合の基本方針に変更はなく，冷却塔

Ａの設計においても，これまでに確認してきた適合の基本方針

にしたがい，化学薬品の漏えいに対して安全機能を損なわない

設計とする。 
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３．２．１０ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位  

      置変更に係る第１５条（内部発生飛散物）への適合  

性について  

 

（１）はじめに  

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第１５条（内部発

生飛散物）への適合性について以下に示す。  

 

（２）適合性の変更点  

（２）－１ 設計方針  

内部発生飛散物に対する設計方針は以下の通り。  

 

設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａとそこへ設置す

る配管，安全上重要な施設に再度整理した安全冷却水Ａ循環ポ

ンプは安全上重要な施設とするため，内部発生飛散物に対して

安全機能を損なわない設計とする。  

 

（２）－２ 内部発生飛散物防護設備の選定  

安全機能を有する施設のうち，内部発生飛散物によってそ

の安全機能が損なわれないことを確認する施設を，全ての安

全機能を有する構築物，系統及び機器とする。内部発生飛散

物防護対象設備としては，安全評価上その機能を期待する構

築物，系統及び機器を漏れなく抽出する観点から，安全上重

要な構築物，系統及び機器を選定する。ただし，安全上重要
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な構築物，系統及び機器のうち，通常運転時に内部発生飛散

物の発生要因となる機器又は配管と同室に設置せず内部飛

散物の発生によって安全機能を損なうおそれのないものは

内部発生飛散物防護対象設備として選定しない。

安全冷却水Ａ循環ポンプは，同室に２基設置されており，

回転機器の損壊に起因して生じる飛散物（以下「回転機器の

損壊による飛散物」という。）を発生要因として考慮するこ

とから，内部発生飛散物防護対象設備として選定する。

設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａとそこへ設置

する配管は，屋外に設置され，周囲に内部発生飛散物の発生

要因となる機器がなく，内部飛散物の発生によって安全機能

を損なうおそれがないことから，内部発生飛散物防護対象設

備として選定しない。

（２）－３ 内部発生飛散物に係る設計

安全冷却水Ａ循環ポンプに対して内部発生飛散物の発生防

止設計を行う。

①回転機器の損壊による飛散物の発生防止設計

内部発生飛散物防護対象設備と同室に設置する回転機器

の損壊により内部発生飛散物防護対象設備の安全機能を損

なうおそれがないよう，以下による飛散物の発生を防止し，

安全機能を損なわない設計とする。

ａ．電力を駆動源とする回転機器は，誘導電動機による回

転数を制御する機構を有することで，回転機器の過回転

による回転羽根の損壊に伴う飛散物の発生を防止でき
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る設計とする。

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，内部発

生飛散物に対する適合の基本方針に変更はなく，内部発生飛散

物の発生防止設計においても，これまでに確認してきた適合の

基本方針にしたがい，内部発生飛散物に対して安全機能を損な

わない設計とする。 
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３．２．１１ 再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａの設置位

置変更に係る第１５条（単一故障）への適合性

について

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第１５条（単一故

障）への適合性について以下に示す。

（２）適合性の変更点

（２）－１ 設計方針

単一故障に対する設計方針は以下の通り。

設置位置を変更する冷却塔Ａ及び安全冷却水Ａ循環ポン

プは安全上重要な施設とするため，機械又は器具の単一故障

が発生した場合においてもその機能が損なわれることのな

い設計とする。

（２）－２ 単一故障に係る設計

冷却塔Ａ及び安全冷却水Ａ循環ポンプは，機器又は器具の

単一故障が発生した場合においてもその機能が損なわれる

ことのないように再処理設備本体用安全冷却水系を多重化

する設計を行う。

再処理設備本体用安全冷却水系は，冷却塔の単一故障に対

し，異なる場所に冷却塔を２基配置し，安全冷却水循環ポン
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プの単一故障に対し，系統毎にポンプ２台設置する設計とす

ることから，機器又は器具の単一故障によるその機能が損な

われることはない。

（３）まとめ

上記のとおり，冷却塔Ａの設置位置の変更によって，単一故

障に対する適合の基本方針に変更はなく，再処理設備本体用安

全冷却水系を多重化する設計とすることから，これまでに確認

してきた適合の基本方針にしたがい，単一故障が発生した場合

においてもその機能を損なわない設計とする。 
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３．２．１２ 再処理設備本体用安全冷却水Ａ冷却塔の設置位置

変更に係る第７条（地震による損傷の防止）への適合

性について 

（１）はじめに

再処理設備本体用安全冷却水Ａ冷却塔（以下，「冷却塔Ａ」

という。）の設置位置を変更することに係る第７条（地震に

よる損傷の防止）への適合性について以下に示す。 

（２）規則への適合性

（２）－１ 耐震設計の基本方針

(ⅰ ) 安全機能を有する施設は，地震力に対して十分耐える

ことができる構造とする。 

(ⅱ ) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずる

おそれがある安全機能を有する施設の安全機能の喪失に

起因する放射線による公衆への影響の観点から，耐震設

計上の重要度をＳクラス，Ｂクラス及びＣクラスに分類

し，それぞれの重要度に応じた地震力に十分耐えること

ができるように設計する。 

(ⅲ ) 安全機能を有する施設は，耐震設計上の重要度に応じ

た地震力が作用した場合においても当該安全機能を有す

る施設を十分に支持することができる地盤に設置する。 

(ⅳ ) Ｓクラスの施設は，基準地震動による地震力に対して

その安全機能が損なわれるおそれがないように設計する。 
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（２）－２ 波及的影響に係る設計方針

 (ａ ) 敷地全体を網羅した調査及び検討の内容を含めて，

以下に示す４つの観点について，波及的影響の評価に

係る事象選定を行う。 

(イ ) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対

変位又は不等沈下による影響

(ロ ) 耐震重要施設と下位クラスの施設との接続部にお

ける相互影響

(ハ ) 建屋内における下位クラスの施設の損傷，転倒，

落下による耐震重要施設への影響

(ニ ) 建屋外における下位クラスの施設の損傷，転倒，

落下による耐震重要施設への影響 

(ｂ ) 各観点より選定した事象に対して波及的影響の評価

を行い，波及的影響を考慮すべき施設を摘出する。 

(ｃ ) 波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設

計に用いる地震動又は地震力を適用する。 

(ｄ ) これら４つの観点以外に追加すべきものがないかを，

原子力発電所の地震被害情報をもとに確認し，新たな

検討事象が抽出された場合には，その観点を追加する。 

冷却塔Ａは，安全審査整理資料第７条の耐震設計の基本方

針に基づき，耐震設計上の重要度をＳクラスに分類し，耐震

設計の基本方針に則り安全機能が損なわれるおそれがない

ように設計する。 
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耐 震 

クラス
クラス別施設

主 要 設 備 等          

  (注１) 

補 助 設 備            

    (注２） 

直 接 支 持 構 造 物          

 (注３) 

間 接 支 持 構 造 物          
    (注４) 
    (注10) 

波及的影響を考慮すべき設備               

 (注５) 

  施設名 適 用 範 囲       
耐 震 

クラス
適 用 範 囲       

耐 震 

クラス
適 用 範 囲       

耐 震 

クラス
適 用 範 囲       適 用 範 囲       

Ｓ ７）上記１)～６)の施設

の機能を確保するため

の設備

（非常用所内電源系統，

安全圧縮空気系，安全

蒸気系及び安全冷却水

系）

 その他再 

 処理設備 

 の附属施 

 設 

非常用所内電源系統 

第１非常用ディー 

ゼル発電機 

第１非常用蓄電池 

重油タンク 

第２非常用ディー 

ゼル発電機 

第２非常用蓄電池 

燃料油貯蔵タンク 

安全圧縮空気系 

空気圧縮機 

空気貯槽 

安全蒸気系 

ボイラ 

安全冷却水系 

冷却塔 

冷却水循環ポンプ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

 機器等の支持構造 Ｓ  使用済燃料受入れ・貯蔵建  北換気筒(注13) 

 物  屋 

 前処理建屋 

 分離建屋 

 精製建屋 

ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋

高レベル廃液ガラス固化建

  

屋

非常用電源建屋

制御建屋

洞道
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